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第１章 再編（適正化）計画について 

１ 本計画の対象施設 

本計画では公共施設の範囲を広義に捉えており、庁舎やコミュニティセンターなど建物を有す

る「建築施設」だけではなく、公園内に設置された体育館やグラウンド等の「スポーツ施設」注 1

及び道路・橋梁・下水道・公園を対象とする「インフラ施設」を合わせた施設全体を指す言葉と

して「公共施設」を用います。また、インフラ施設を除く建築施設とスポーツ施設を合わせたも

のを「市民利用施設」と呼びます。 

【本書の対象とする施設と用語の定義】 

注１：「スポーツ施設」は、都市公園内の有料公園施設及びスポーツ施設設置条例に基づく施設が該当します。 

［参考］市民利用施設の一覧 
大分類 中分類 施設名 大分類 中分類 施設名

行政系施設 庁舎 市庁舎 文化スポーツ スポーツ施設 北部公園・体育館

行政系施設 連絡所 かしわ台連絡所 施設 スポーツ施設 海老名運動公園・総合体育館

行政系施設 東柏ケ谷連絡所 海老名運動公園・屋内プール

海老名駅連絡所 海老名運動公園・野球場

消防施設 消防署 消防庁舎 海老名運動公園・陸上競技場

消防施設 消防署 消防北分署 文化スポーツ施設スポーツ施設 中野公園・人工芝グラウンド

消防施設 消防署 消防南分署 文化スポーツ施設スポーツ施設 中野多目的広場

消防施設 消防署 今里出張所兼今里給油施設 文化スポーツ施設スポーツ施設 下今泉庭球場

消防施設 消防団器具置場 消防第1分団～消防第15分団 文化スポーツ施設スポーツ施設 今里庭球場

消防施設 その他消防施設 コミュニティ防災センター 文化スポーツ施設文化施設 文化会館

学校教育施設 小学校 東柏ケ谷小学校 文化スポーツ施設文化施設 市民ギャラリー

学校教育施設 小学校 柏ケ谷小学校 保健医療 保健医療施設 医療センター

学校教育施設 小学校 上星小学校 福祉施設 保健医療施設 保健相談センター

学校教育施設 小学校 今泉小学校 保健医療福祉施設子育て支援施設 柏ケ谷保育園

学校教育施設 小学校 有鹿小学校 保健医療福祉施設子育て支援施設 下今泉保育園

学校教育施設 小学校 中新田小学校 保健医療福祉施設子育て支援施設 中新田保育園

学校教育施設 小学校 海老名小学校 保健医療福祉施設子育て支援施設 勝瀬保育園

学校教育施設 小学校 杉本小学校 保健医療福祉施設子育て支援施設 門沢橋保育園

学校教育施設 小学校 大谷小学校 上河内保育園

学校教育施設 小学校 有馬小学校 保健医療福祉施設子育て支援施設 子育て支援センター

学校教育施設 小学校 門沢橋小学校 保健医療福祉施設障害者福祉施設 障害者第一デイサービスセンター

学校教育施設 小学校 社家小学校 （レインボードリーム）

学校教育施設 小学校 杉久保小学校 保健医療福祉施設障害者福祉施設 障害者第三デイサービスセンター（あきば）

学校教育施設 中学校 柏ケ谷中学校 保健医療福祉施設障害者福祉施設 障害者第二デイサービスセンター（かっぱ堂）

学校教育施設 中学校 今泉中学校 保健医療福祉施設障害者福祉施設 わかば会館

学校教育施設 中学校 海西中学校 保健医療福祉施設障害者福祉施設 わかば学園（わかば会館内）

学校教育施設 中学校 海老名中学校 保健医療福祉施設障害者福祉施設 わかばケアセンター（わかば会館内）

学校教育施設 中学校 大谷中学校 保健医療福祉施設高齢者福祉施設 総合福祉会館

学校教育施設 中学校 有馬中学校 保健医療福祉施設高齢者福祉施設 国分寺台ケアセンター

学校教育施設 その他学校教育施設 食の創造館 保健医療福祉施設高齢者福祉施設 高齢者生きがい会館

地域コミュニティ 地域活動施設 えびな市民活動センター（ビナレッジ） 産業振興施設 農業振興施設 ライスセンター

施設 えびな市民活動センター（ビナスポ） 産業振興施設 農業振興施設 南部農業拠点施設

地域活動施設 柏ケ谷コミュニティセンター 環境施設 環境施設 リサイクルプラザ

地域コミュニティ施設地域活動施設 上今泉コミュニティセンター 環境施設 環境施設 資源化センター

地域コミュニティ施設地域活動施設 中新田コミュニティセンター 環境施設 環境施設 美化センター

地域コミュニティ施設地域活動施設 下今泉コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 中新田住宅

地域コミュニティ施設地域活動施設 国分コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 国分北三丁目市営住宅

地域コミュニティ施設地域活動施設 大谷コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 上河内住宅

地域コミュニティ施設地域活動施設 杉久保コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 プランドールかしわ台

地域コミュニティ施設地域活動施設 本郷コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 ルーミナス海老名

地域コミュニティ施設地域活動施設 門沢橋コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 パーシモンガーデン

地域コミュニティ施設地域活動施設 社家コミュニティセンター 市営住宅 市営住宅 ニューフローラ

地域コミュニティ施設地域活動施設 勝瀬文化センター その他施設 その他施設 海老名中央公園地下駐車場

地域コミュニティ施設地域活動施設 国分寺台文化センター その他施設 その他施設 かしわ台駅自転車等置場

教育施設 文化財施設 歴史資料収蔵館 その他施設 その他施設 海老名駅西口自転車駐車場（第1～第4）

教育施設 文化財施設 今福薬医門公園　文庫蔵 その他施設 その他施設 海老名駅東口自転車駐車場（立体、第2、第3）

教育施設 文化財施設 温故館（郷土資料館） その他施設 その他施設 社家駅自転車等置場

教育施設 文化財施設 文化財収蔵庫 その他施設 その他施設 門沢橋駅自転車等置場（西側、東側）

教育施設 図書館 中央図書館 その他施設 その他施設 大型防災備蓄倉庫（北部、中部、南部）

教育施設 図書館 有馬図書館 その他施設 その他施設 さがみ野安全安心ステーション

教育施設 その他教育施設 教育支援センター その他施設 その他施設 消費生活センター

公共施設 市民利用施設

インフラ施設

建築施設

スポーツ施設
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２ 本計画を策定する背景と目的 

平成 26 年度に策定した『海老名市公共施設白書』（以下「公共施設白書」という。）において、

既存の公共施設を将来にわたり保有し続けることを想定した場合の課題として次の２つが明らか

になりました。 

【公共施設を保有し続けることを想定した場合の課題】 

◎既存施設の保有を続ける場合に必要な将来費用（大規模改修・更新にかかる費用）への対応 

◎将来的な社会状況・市民ニーズ等の変化に応じた公共施設の最適な配置・効率的な運営 

今後、人口動向等の市を取り巻く状況の変化が見込まれる中で、公共施設白書で示された二つ

の課題解決に向けた取組を進める必要があり、本計画は以下の目的で策定します。 

■公共施設再編（適正化）計画策定の目的■ 

将来にわたり公共施設におけるサービスの提供を維持していくために、人口動向等の社

会状況や市民ニーズの変化に応じた公共施設の配置や規模の見直しを図るとともに、公共

施設の保有に伴い必要となる将来費用の負担軽減に取り組むことにより、効率的な運営の

実現を目指します。 

３ 本計画の対象期間 

建築物の耐用年数を 65 年と仮定した場合、本市では平成 42 年ごろ（概ね 15 年後）から更新

が必要な施設が現れ始め、平成 57年から平成 77年にかけて（概ね30 50 年後）ピークを迎え

ると想定されます。そこで、本計画は概ね40年間を見据えた内容としています。 

また、本計画を受けて具体的な取組の検討・実践につなげるため、「短期：10 年以内／中長期：

20年以内／超長期：40年前後」の三期に分けて必要な方策を整理しています。

４ 本計画の位置づけ 

本市では行政運営の最上位計画として『海老名市第四次総合計画』（以下「総合計画」という。）

を策定しています。本計画は総合計画の下位に位置づけられ、公共施設等の再編（適正化）に向

けた、市が保有する「施設全体としての基本的な方針」と「施設分類別の方向性」を示すもので

す。 

また、総合計画に掲げる政策・施策を実現するために『各分野別計画』を策定しており、今後、

本計画における「施設分類別の方向性」を踏まえて、各施設の所管部署において個別施設の取扱

を検討し具体化を進めていきます。 
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図 １-1 公共施設再編（適正化）計画の位置づけ 

５ 再編（適正化）計画の見直しサイクル 

総合計画は平成 20 年度 平成 29年度の 10年間のまちづくりの考え方を示す「基本構想」と、

５年間の具体的施策や主な事業を示した「基本計画」、さらに毎年度の事業内容等を示した「実施

計画」で構成されています。 

本計画は総合計画の下位に位置づけられることから、市全体としての施策展開との整合性を確

保していくために、基本計画の期間である概ね５年ごとに検証・見直しを図ります。 

図 １-2 再編（適正化）計画の検証・見直しのイメージ 

各分野別計画 

海老名市第四次総合計画 

公共施設再編（適正化）計画 

施設全体としての 
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施設分類２の方向性 

・・・ 

分野別計画 A 

分野別計画 B 

・・・ 

個
別
施
設
の

取
扱

公共施設再編（適正化）計画 

〔検証 見直  

短期（10 年） 中長期（20年前後） 超長期 

公共施設再編（適正化）計画 
短期（10 年） 中長期（20年前後） 

公共施設再編（適正化）計画 
短期（10 年） 中長期 

公共施設再編（適正化）計画 
短期（10 年） 

〔検証 見直  

〔検証 見直  
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第２章 公共施設の現状及び将来見通し 

１ 市民利用施設等の現状及び課題 

（1） 施設の現状 

①  大分類別にみた施設数量 

施設数をみると、消防施設と学校教育施設が 20 施設と最も多く、次に保健医療福祉施設

が 18 施設、地域コミュニティ施設が 14 施設となっています。ただし、中分類レベルでみ

ると（Ｐ.1 参照）、地域ごとに配置されている消防施設、学校施設、地域コミュニティ施設

以外の分類では、同種の施設は数施設で限られています。 

施設面積でみると、学校教育施設が全体のおおよそ半分を占めており、学校教育施設以外

で構成割合が 10％を超える施設分類は文化スポーツ施設のみとなっています。 

表 ２-1 大分類別の施設数・施設面積 

施設数  施設面積(㎡) 施設数(%)  施設面積(%)

行政系施設 4 施設 15,851 ㎡ 3.3% 6.7%

消防施設 20 施設 6,393 ㎡ 16.3% 2.7%

学校教育施設 20 施設 118,546 ㎡ 16.3% 50.1%

地域コミュニティ施設 14 施設 21,833 ㎡ 11.4% 9.2%

教育施設 7 施設 6,170 ㎡ 5.7% 2.6%

文化スポーツ施設 11 施設 30,199 ㎡ 8.9% 12.8%

保健医療福祉施設 18 施設 16,016 ㎡ 14.6% 6.8%

産業振興施設 2 施設 520 ㎡ 1.6% 0.2%

環境施設 3 施設 3,024 ㎡ 2.4% 1.3%

市営住宅 7 施設 7,371 ㎡ 5.7% 3%

その他施設 17 施設 10,806 ㎡ 13.8% 4.6%

総計 123 施設 236,730 ㎡ 100% 100%

大分類
数量 構成割合
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②  他市と比較した施設面積の水準 

本市の施設面積を「市民１人あたり注 1」に換算すると約 1.82 ㎡、「市面積あたり」に換

算すると0.89％となります。 

これらの値を神奈川県内の 16市（政令市除く）と比較注2すると、市民1人あたりの施設

面積は県内平均の 2.26 ㎡を下回っており、施設面積は必ずしも過剰ではないと評価するこ

とができます。一方、市面積あたりの施設面積は県内平均の 0.74%を上回っており、市の

面積からみれば相対的に施設面積が多いという評価になります。 

注 1：人口については、県内他市の施設面積データとの整合を図るため、平成 25 年 10月 1日付けの住民
基本台帳人口を用いています。 

注 2：県内他市の施設面積は、神奈川県 平成 24 年度 市町村公共施設概要（平成 26年公開）によります。 

図 ２-1 県内 16 市との比較（市民１人あたり施設面積） 

図 ２-2 県内 16 市との比較（市面積あたり施設面積） 
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③  地域別にみた施設配置の状況 

本市では人口動向に応じて施設整備を進めてきており、特に、人口の多い南部地域と海西

地域には、数・面積のいずれからみても多くの施設が配置されています。また、国分地域は

人口に対して施設数が少ないものの、大規模な本庁舎が配置されていることから面積につい

ては大きくなっています。なお、東柏ケ谷地域については、従来は北部地域と合わせて一つ

の地域と扱われていたこともあり、人口に比べ施設数・面積とも少なくなっています。 

図 ２-3 地域別に見た施設数 

図 ２-4 地域別に見た施設面積 
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図 ２-5 本計画における地域区分の設定 

出所：海老名市『海老名市第四次総合計画』を基に作成 
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④  建設年度別にみた施設面積の分布 

建設年度別にみた施設面積の分布をみると、高度成長期とバブル期に多くの建物が整備さ

れ、バブル期以降もペースは緩やかながら施設の整備が続いていることが分かります。 

施設面積の累計（整備率：折れ線グラフ）をみると、高度成長期に整備され建設から 30

年以上経過した建物が全体の約 5割を占めています。また、バブル期においても急速なペー

スで施設整備が行われており面積全体の約3割を占めています。 

図 ２-6 建設年度別・施設面積の分布（市所有分） 
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⑥  施設の利用状況 

施設によって提供するサービスは様々ですが、同様のサービスを提供している施設間で比

較すると利用状況に差があることが分かります。 

また、貸室サービスについてみると、施設の違いだけではなく部屋の種類によっても利用

状況に違いがあることが読み取れます。 

表 ２-2 利用者数の例：スポーツ施設（平成 27 年度） 

表 ２-3 貸室の稼働率の例：地域コミュニティ施設（市民活動センター） 

※ 稼働率は、平成 27年 2月 4 月の実績調査に基づき「利用コマ数÷提供コマ数」により算出 

NO 施設名 分類 貸室名

ホール（可動席） ホール 28.4 （％）

２０１会議室 26.5 （％）

２０２会議室 33.8 （％）

２０３会議室 37.7 （％）

２０４会議室 21.3 （％）

３０１会議室 19.9 （％）

３０２会議室 22.3 （％）

３０３会議室 26.8 （％）

３０４会議室 23.3 （％）

３０５会議室 15.4 （％）

３０６会議室 45.7 （％）

和室 和室 11.8 （％）

実習室 13.2 （％）

調理室 11.1 （％）

大多目的室 大多目的室 56.8 （％）

小多目的室 小多目的室 54.1 （％）

レクリエーションルーム レクリエーションルーム 52.8 （％）

1
えびな市民活動センター
（ビナレッジ）

会議室（汎用・洋室）

実習室（特定用途）

2
えびな市民活動センター

（ビナスポ）

稼働率

　　　種類

　　施設名　 （１面あたり）

58,600人 177,318人 42,090人 (7,015人） 19,506人 67,232人

43,231人 75,941人 23,831人 (7,944人）

61,955人 ― 

6,111人 (1,528人）

16,827人 (5,609人）

143,646人

307,432人 253,259人 88,859人 ― 19,506人 67,232人合計

海老名運動公園

北部公園

ビナスポ

下今泉庭球場

今里庭球場

（参考）高座施設組合
屋内温水プール

体育館プール 野球場 陸上競技場庭球場
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（2） 現状のまとめと課題 

本市が保有する市民利用施設は、人口一人あたりの施設面積でみれば県内他市の平均を下回

っているほか、同種の施設を過剰に重複して保有しているという状況にもないことから、施設

の数量については必ずしも過大ではありません。 

ただし、地域別の施設配置をみると、人口動向に応じて施設整備を行ってきた経緯がありま

すが、今後、地域によって人口動向に違いが出ると想定されることから、将来的な居住者の分

布に合わせて施設配置を見直すことも必要になることも考えられます。 

また、施設の建物についてみると、全ての建物で耐震性が確保されているほか、多くの建物

で老朽化対策やリニューアル工事が行われています。しかし、高度成長期に整備された築 30

年以上の建物が面積全体の約 5 割を占めており、老朽化に伴う不具合は確実に増加すること

から、今後、大規模改修や更新等の対策を確実に実施することが課題になります。 
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２ インフラ施設の現状及び課題 

（1） 施設の現状 

①  保有状況 

インフラ施設は市民生活を支える役割を果たすとともに、市の産業基盤を維持発展させる

ために不可欠な施設となります。これらインフラ施設の保有状況は以下の通りです。 

表 ２-4 インフラ施設の保有状況 

施 設 種 別 保 有 量 備  考 

道

路

幹線道路 56.1km 道路台帳調書（１・２級） 

その他道路 396.5km 道路台帳調書（３級） 

その他構造物 － アンダーパス、大型標識 

橋
り
ょ
う

一般橋 216 橋 長寿命化修繕計画の対象橋りょう数 

海老名駅周辺の自由通路 5 橋 東口駅前広場部、中央三丁目方面、 
小田急・相鉄駅舎部、駅間部、西口部 

公
園

街区公園、近隣公園、運動公園 54 施設 遊具を有する施設は 47施設で 
すべて点検済み 

その他公園（児童遊園など） 122施設 遊具を有する施設は 87施設で 
すべて点検済み 

下
水
道

汚水 328km 下水道台帳 

雨水 104km 下水道台帳 

※下水道については、相模川流域の自治体で共同利用している処理場の建設や維持管理に要する費用の負担金を支出
しています。 

※上記以外に、農業施設として、他自治体と共同利用している用水路と堰・排水ゲートがあり、整備や維持管理に要
する費用の負担金を支出しています。 
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②  維持管理の実施状況 

【道路（舗装）】 
舗装の傷み具合について計測車両による点検を実施しています。また、幹線道路などでは、

これらの点検結果を活用した舗装補修計画を策定しています。 

【橋りょう（一般橋）】 
橋りょうについては、国土交通省の主導で予防保全的な対策（損傷の早期補修、定期的な

点検や部材交換等）を計画的に実施する長寿命化事業が推進されています。 

本市では、これらの施策に呼応して橋梁の点検を行い、平成25年 5月に点検が完了した

48橋を対象とする「海老名市橋りょう長寿命化修繕計画」を策定しています。 

また、国の社会資本整備総合交付金を活用するため、橋梁長寿命化修繕計画に基づく「社

会資本総合整備計画」を策定しており、平成25年度から 28年度にかけて12橋を対象に補

修等を実施しています。 

【橋りょう（海老名駅周辺の自由通路）】 
海老名駅周辺の自由通路は、新しい橋りょうであることから、長寿命化に配慮した材料・

仕様となっています。しかしながら、自由通路は鋼製であることから、さびを防止するため

の塗装の塗り替えなど継続的な維持管理が必要な施設です。 

また、自由通路にはエレベーターやエスカレーターなどの機械電気設備が設置されており、

これらの設備についても定期的な保守点検やメンテナンスが必要です。 

【公園】 
国土交通省が主導する長寿命化事業に呼応して、「社会資本総合整備計画（平成 24 28

年度）」を策定し、平成 25 年度に 173 施設（平成 25 年度時点の公園等の総数）の遊具な

どについて点検を行い、その内、街区公園などの 54 施設について長寿命化計画を策定しま

した。平成 26年度以降、国の社会資本整備総合交付金を活用した予算確保の状況に応じて、

長寿命化計画に沿った予防保全的な対策を進めています。 

【下水道】 
国土交通省が主導する長寿命化事業に呼応して事業を進めており、現在は、平成 28 32

年度を対象期間とする「社会資本総合整備計画」を策定し、長寿命化や耐震化を推進してい

ます。今後はストックマネジメント事業に移行していく予定です。 

なお、市で保有している管きょの維持修繕更新費だけでなく、相模川流域の自治体で共同

利用している処理場の建設や維持修繕に要する費用の負担金を支出しています。 
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（2） 現状のまとめと課題 

既設のインフラ施設については、国の方針に準じて長寿命化等の取組に着手しており、これ

らの取組を進め、各施設が将来にわたり機能を発揮できるよう的確に維持管理を行っていくこ

とが課題となります。 

また、インフラ施設の中には、下水処理施設や農業用水など他自治体と共同利用している施

設もあり、これらの施設については利用状況に応じた負担金を拠出していく必要があります。 

また、本市では海老名駅西口で土地区画整理事業が行われるなど、現在もまちづくりが進め

られている状況であることから、将来的に新たな施設整備のニーズも生じると見込まれ、新設

と維持管理のバランスを図りながら両者を実施していくことが課題になります。 
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３ 将来人口の見通し 

（1） 総人口の推移 

全国的に総人口が減少に転じる中、本市の人口は増加傾向にあり、平成 27年 10月 1日現

在の住民基本台帳によると、本市の総人口は約13.1 万人となっています。 

総人口の推移については、現在、下記の３種類（ａ ｃ）の推計結果が示されています。 

ａ．平成22年度の国勢調査人口に基づく「国立社会保障人口問題研究所」の推計 

ｂ．住民基本台帳人口に基づく毎年の変化を反映した「公共施設白書」における推計 

ｃ．推計ｂを基本に、人口減少対策を講じた場合の将来展望を示す「海老名市人口ビジョン」

におけるシミュレーション 

当面は、海老名駅西口地区の土地区画整理事業等の影響により総人口は増加が続くものの、

今後10年程度の期間にピークを迎え、その後は減少に転じると見込まれています。 

ただし、各推計でピークの時期や人口推移の傾向は異なっており、各年度の推計値にも幅が

あることに留意する必要があります。 

図 ２-7 総人口の推計結果 
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（2） 年齢階層別人口の推移 

年齢階層別人口については、「公共施設白書」と「人口ビジョン」いずれの推計においても

基本的に同様の傾向を示しています。 

まず、全国的な傾向と同様に「生産年齢人口」（15 64 歳）が減少し「老年人口」（65 歳

以上）が増加することが予想されており、「高齢化」は確実に進行すると見込まれます。 

一方、「年少人口」（14 歳以下）の減少は緩やかであり、他の多くの自治体と異なり「少子

化」については深刻な問題にはならないと考えられます。 

図 ２-8 年齢階層別人口の推移（ｂ．公共施設白書） 

図 ２-9 年齢階層別人口の推移（ｃ．人口ビジョン） 
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４ 公共施設の更新等に係る中期的な経費見込及び財政の見通し 

（1） 公共施設の更新等に係る中長期的な経費の見込み 

現在、市が保有している公共施設を、現状と同規模で将来にわたって保有し続けることを想

定した場合に、大規模改修や更新等に必要な費用（＝将来費用）の試算結果を平成 27（2015）

年度から平成91（2079）年度までの 65年間でみると、公共施設全体にかかる将来費用の総

額は2,325 億円（平均35.8 億円／年）となります。 

（2） 公共施設に対する投資限度額の想定 

本市の歳出の状況をみると、近年、福祉や社会保障に充当する「扶助費」が大幅に増加して

いますが、高齢化の進行や社会経済情勢を踏まえると扶助費が減少することは考えにくい状況

です。また、高齢化の進行に伴い生産年齢人口が減少し、主要な財源である市税収入の減少は

避けられないと想定されることから、公共施設の大規模改修や更新に充当する投資額について

は、現在の既存施設に対する支出実績の水準を上限（＝限度額）として設定することが将来に

向けた想定としては合理的と考えられます。 

表 ２-5 投資限度額の設定 
投資限度額（合計） 内訳 支出実績の調査期間

17.3 億円 
11.0 億円：市民利用施設 平成20 25年度
6.3 億円：インフラ施設 概ね5か年。種別で異なる

（3） 財政に及ぼす影響の見通し 

将来費用は投資限度額の概ね2倍の水準となっており、65 年間の不足額累計は約 1,200 億

円、年あたりに換算すると 18.5 億円に上ることから、これらの将来費用の負担に備えて計画

的な対応を図ることが必要になります。 

図 ２-10 将来費用の試算結果と投資限度額の比較 

0

10

20

30

40

50

60

70

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72 H77 H82 H87

（億円）

（年度）

市民利用施設合計

インフラ施設合計

将来費用の平均（65年）

投資限度額

将来費用の平均額
（35.8 億円）

投資限度額
（17.3 億円）



17 

第３章 公共施設の再編（適正化）に関する市民意識 
本計画の策定にあたり、市民利用施設の利用実態や今後のあり方に関する意見を把握すること

を目的に、無作為抽出した 18 歳以上の市民 3,000 人を対象とするアンケートを実施しており、

ここでは、主な設問に対する回答結果を示します。 

１ 市民利用施設の利用状況 

◎市民全体からみれば、施設を利用する人は限られている。 

「施設分類別に見た利用頻度」についての回答をみると、全般に「利用していない」の占め

る割合が大きくなっています。 

また「利用している」（＝「月に1,2 回」と「年に数回」の合計）と回答した割合をみると、

最も利用頻度が高い「図書館」では約６割で過半数を超えるものの、比較的利用の多い「コミ

ュニティセンター・文化センター」及び「文化会館」で約４割程度、残る施設では概ね１割 

２割程度の利用に留まっています。 

図 ３-1 市民利用施設の利用状況 
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③図書館(694)
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⑤市民ギャラリー(616)

⑥体育館(632)

⑦プール(645)

⑧テニスコート(613)

⑨医療センター(619)

⑩子育て支援センター(607)

⑪総合福祉会館(631)

⑫高齢者生きがい会館(613)

⑬駅連絡所(610)

⑭中央公園地下駐車場(630)

⑮駅駐輪場(612)

月1、2回以上 年に数回 利用していない

※無回答を除く
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公共施設にかけるコストを

維持し、他の行政サービス

は減らす

8.6%

公共施設にかける

コストは減らすが、

他の行政サービス

は現状を維持する

49.7%

公共施設にかける

コストとともに、他

の行政サービスに

ついても減らす

23.4%

住民負担や借金

を増やしてでも、

公共施設を現状

のまま維持する

2.9%

その他

6.8%

無回答

8.7%

n=1,109

196 

125 

424 

246 

25 

20 

200 

179 

189 

275 

62 

7 

204 

143 

126 

177 

88 

17 

0 件 100 件 200 件 300 件 400 件 500 件

市が保有する施設の減築を推進

市以外が保有する施設の活用を推進

利用が少ない施設の廃止を推進

施設の複合化によるスリム化を推進

開館時間の短縮等のサービスの見直しを推進

その他

1番目(n=1,036)

2番目(n=912)

3番目(n=755)

※無回答を除く

２ 市民利用施設のあり方 

既存施設の保有にかかる将来費用（大規模改修・更新費用）の負担が大きくなることが想定さ

れる状況を踏まえた、今後の市民利用施設のあり方についての回答結果を以下に示します。 

（1） 市民利用施設の取扱 

◎概ね 4分の 3が、「公共施設にかけるコストを減らす」方向性の回答を選択。 

「公共施設にかけるコストを維持する」や「公共施設を維持するために負担を増やす」とい

う回答を選択する人は限られています。 
図 ３-2 市民利用施設の取扱についての考え 

（2） 市民利用施設にかけるコストを減らす方法 

◎施設の規模や総量の削減を図ることで、コストを減らす方法が選ばれる。 

「利用が少ない施設の廃止を推進」を始めとして、「施設の複合化によるスリム化を推進」、

「市が保有する施設の減築を推進」など、施設規模の縮小を図るための方法が選ばれています。 

図 ３-3 市民利用施設にかけるコストを減らす方法についての考え 
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（3） 市民利用施設に係るコスト負担のあり方 

◎基本的に「使用料等による負担」（＝受益者負担）が支持されている。 

福祉目的で設置されている「⑨総合福祉会館」と「⑩高齢者生きがい会館」を除き、基本的

に「使用料等による負担」が望ましいとの回答が多くなっています。 

図 ３-4 市民利用施設に係るコスト負担のあり方についての考え 
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第４章 公共施設全体としての再編（適正化）方針 

１ 基本方針 

（1） 市民利用施設の再編（適正化）に向けた基本方針 

市民利用施設について、再編（適正化）に向けた基本方針を以下のように定めます。 

■市民利用施設の再編（適正化）に向けた基本方針 

１ 市民利用施設におけるサービスのあり方 
市民利用施設においては、行政が責任を持ってサービスの提供を行いますが、 
市民がより良いサービスを享受できるよう、民間等も含む様々な主体と連携して 
質の高いサービス提供に取り組みます。 

２ 市民利用施設の整備・維持管理の考え方
考え方1：新規施設の整備は厳選したニーズに対応する場合に限定

考え方 2：長期的にみた施設の保有総量を現状より２０％程度抑制

考え方３：継続的な状態把握に基づき、長期的な視点から大規模改修・更新を実施

考え方４：低未利用施設については、今後の取扱を早期に検討

３ 基本的な対応方策
方策１ 市民利用施設の保有にかかるコストの縮減 
① ニーズ減少等に対応した施設数量の適正化 
② 施設配置の工夫による延床面積・管理運営コストの圧縮 
③ 既存の建物を活用した施設整備 
④ 民間等の施設と連携したサービス提供 
⑤ 他自治体との広域的な連携によるサービス提供 
⑥ 多様なPPP/PFI手法の導入可能性を検討 

方策２ 市民利用施設に投入する財源の確保 
① 将来的な支出に備えた基金の活用 
② 基本方針※に沿った使用料の改定による受益者負担の適正化（目的外使用も含む）
③ 保有施設を活用した収入の確保 

方策３ 施設分類ごとの方向性を明確化 

考え方５：施設面積の約半数を占める小中学校は、長期的な観点から統廃合や
多機能化を推進

※「海老名市公共施設使用料等に関する基本方針」（平成 26 年 9月） 
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１ 市民利用施設におけるサービスのあり方 

市民利用施設では、市民ニーズや国の制度、社会情勢等の様々な変化に対応したサービスの

提供が求められるため、将来的には、施設におけるサービスのあり方（内容、提供方法、配置

場所、施設規模など）についても見直しが求められる可能性があります。 

つまり、市民利用施設の再編（適正化）に向けては、必ずしも現状維持が前提とはならず、

サービスのあり方を見直しも含めた検討が必要となる可能性もあることから、基本方針の冒頭

で検討の指針となる「サービスのあり方」を示しています。 

２ 市民利用施設の整備・維持管理の考え方 

建物の老朽化に対応した大規模改修や更新にかかる将来費用が非常に大きな額となること

が予想されていることから、財政的な制約の下で、市民利用施設の整備・維持管理を進めるた

めの基本的な考え方を示しています。 

考え方1：新規施設の整備は厳選したニーズに対応する場合に限定 
市民サービスの向上という観点からは、ニーズがあり必要とされる施設を全て整備できれ

ば理想ですが、本計画を策定する背景として将来費用の抑制が求められる状況があることか

ら、新規施設の整備については市民の安全確保を図る場合や十分に精査したニーズに対応す

る場合に限定します。その場合も、「必要があれば整備を行う」ではなく「可能な限り整備

を行わない」という厳しいスタンスで臨むことにより、可能な限り整備を抑制します。 

考え方2：長期的にみた施設の保有総量を現状より20％程度抑制 
本市が現在保有している市民利用施設は、人口一人あたりの施設面積でみれば必ずしも過

剰ではありませんが、施設保有に伴う将来費用の抑制を図ることが求められています。 

そこで、地域による人口動向の違い等の状況変化を踏まえて、既存の施設における統廃合、

複合化、多目的利用等による施設面積の削減に積極的に取り組むことにより、新規施設の整

備に伴う施設面積の増加を相殺するだけではなく、長期的にみた施設の保有総量（＝延床面

積の合計）を現状より20％程度抑制します。 

考え方３：継続的な状態把握に基づき、長期的な視点から大規模改修・更新を実施 
市が保有する施設の経過年数をみると、面積全体の約５割で 30 年以上が経過しているほ

か、バブル期に建設され20年以上経過した施設も約 3割を占めており、今後、老朽化の進

行に伴い大規模改修や更新の必要性が高まることは確実です。 

そこで、まず、建物状態を把握するための点検等を継続的に実施することにより大規模改

修や更新等の対応が必要性な施設を的確に把握します。その上で、財政的な制約に対応する

ために、長期的な視点に立って将来費用の抑制や平準化を考慮した対策工法や実施時期を検

討して実行に移します。 
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考え方４：低未利用施設については、今後の取扱を早期に検討 
施設の利用実態や施設を取り巻く状況の変化を継続的に把握し、利用が低迷している、設

置当初の目的を果たし役割を終えた等の低未利用施設については、大規模改修や更新の時期

を待たず、早期に今後の取扱を検討し実行に移します。 

考え方 5：施設面積の約半分を占める小中学校は、長期的な観点から統廃合や   
多機能化を推進 

義務教育の提供という自治体の責務を果たすため、今後も小中学校の必要な施設について

は保有を続ける必要があります。ただし、小中学校は施設面積全体の約半分を占めているほ

か、40年後には年少人口が 17％程度減少することが見込まれるため、小中学校の施設につ

いては地区別の人口推移を考慮して統廃合や多機能化を推進しながら適正規模での配置を

することで、保有総量の抑制に取り組みます。 

３ 基本的な対応方策 

今後、個々の市民利用施設において、サービスのあり方見直しや整備・維持管理の方法につ

いて検討・実施していくことになりますが、その際には、以下に示す基本的な対応方策を踏ま

えて、各施設の状況に応じた具体的な対応方策を検討します。 

方策1 市民利用施設の保有にかかるコストの縮減 
財政的な制約の下で、市民利用施設の整備・維持管理を進めるためには、「市民利用施設

の保有にかかるコストの縮減」により支出を抑制することが重要です。 

① ニーズ減少等に対応した施設数量の適正化 
将来を見込んだ市民ニーズや制度変更等の状況変化を想定し、特に、ニーズ減少等により

低未利用の施設や部屋・スペースが生じることが見込まれる場合は、今後のニーズに見合っ

た施設規模への見直しを図ります。見直しにあたっては、複数ある施設の数を減らす「統廃

合」や、建物の階数やフロア面積を削減する「減築」等の方策も含めて検討します。 

② 施設配置の工夫による延床面積・管理運営コストの圧縮 
大規模改修や更新に際しては、複数の施設を一つの建物に集約して配置する「複合化」や、

建物内の部屋やスペースを複数施設で共有する「多目的利用」により、整備する建物の延床

面積や管理運営に係るコストを圧縮する可能性を検討します。 

③ 既存の建物を活用した施設整備 
施設の更新や新規整備に際しては、市が保有する低未利用の施設やスペースの「転用」や

民間が保有する建物やフロアの借上げなど、既存の建物を活用することにより市が保有する

建物の総量を抑制しながら、低コストで市民が必要とするサービスを確保する可能性を検討

します。 
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④ 民間等の施設との連携によるサービス提供 
福祉や子育てのように民間等の施設によるサービス提供が可能な分野においては民間等

による施設整備を促すとともに、市民が必要とするサービスを安定的に確保するために、市

の施設が民間等の施設を補完する役割を果たします。 

⑤ 他自治体との広域的な連携によるサービス提供 
文化ホールや陸上競技場等の大規模施設は、施設で実施されるイベント等の内容によって

は他自治体の住民による利用もあります。このような施設については、大規模改修や更新の

タイミングを捉えて、自治体の枠を超えた広域的な統廃合等の連携によりサービス提供を継

続する可能性を検討します。 

⑥ 多様な PPP/PFI 手法の導入可能性を検討 
限られた財源の中で大規模改修や更新等の建設工事や日常的な管理運営を効率的・効果的

に実施していくために、各施設の規模や提供サービス等の特性を踏まえて多様な PPP/PFI

手法の導入可能性を検討し、民間の資金やノウハウの活用を図ります。 

方策２ 市民利用施設に投入する財源の確保 
一方で、公共施設の再編（適正化）は長期にわたる取組であることから、財政制約の緩和に

向けた「市民利用施設に投入する財源の確保」にも取り組みます。 

① 将来的な支出に備えた基金の活用 
本市では、平成 26 年 12 月に市民利用施設を含む公共施設の大規模改修や更新に備えた

「公共施設等あんしん基金」を設置しており、今後も継続的に同基金への積み立てを行うこ

とにより安定的な財源の確保を図ります。 

② 基本方針に沿った使用料の改定による受益者負担の適正化（目的外使用も含む） 
本市では、市民利用施設に係る受益者負担の適正化を図るという観点から『海老名市公共

施設使用料等に関する基本方針』（平成 26 年 9 月）を定めており、今後は、基本方針に沿

った使用料の改定を進めます。また、行政財産の目的外使用についても受益者負担の適正化

を図ります。 

③ 保有施設を活用した収入の確保 
低未利用の施設やスペースについては行政需要に対応した転用を図るだけではなく、賃貸

や売却による収益確保に活用する可能性についても検討します。 
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方策３ 施設分類ごとの方向性を明確化 
市民利用施設の再編（適正化）の取組は、30年 40年といった長期にわたり実施していく

ことになるため、同様のサービスを提供する施設分類ごとに人口動向や市民ニーズ等の状況変

化を踏まえた施設のあり方について方向性を明確化したうえで、それらの方向性に沿った取組

を個々の施設に落とし込むことにより具体化を進めます。 
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（2） インフラ施設の再編（適正化）に向けた基本方針 

インフラ施設について、再編（適正化）に向けた基本方針を以下のように定めます。 

■インフラ施設の再編（適正化）に向けた基本方針】 

１ インフラ施設におけるサービスのあり方 
各施設が、それぞれの機能を将来にわたり発揮し続けることが求められます。 

２ インフラ施設の整備・維持管理の考え方 

３ 基本的な対応方策 

１ インフラ施設におけるサービスのあり方 

インフラ施設は市民生活を支える役割を果たすとともに、市の産業を維持発展させるために

不可欠な都市基盤であり、各施設が将来にわたり現在と同様の機能を発揮し続けることが求め

られます。 

２ インフラ施設の整備・維持管理の考え方 

本市では、現在も海老名駅西口地区の土地区画整理事業など都市整備が進められているほか、

総人口も増加を続けており、平成72（2060）年時点でも現状と同程度の人口を維持するとの

展望が示されるなど、今後も、インフラ施設に対しては現状と同程度のニーズがあると考えら

れます。 

一方で、老朽化に対応するために多額の将来費用（大規模改修や更新にかかる費用）が必要

になることが予想されており、インフラ施設の整備・維持管理については以下の考え方に沿っ

て実施します。 

考え方 1：新規施設の整備は十分な便益や効果が期待される場合に限定

考え方２：継続的な状態把握に基づき、長期的な視点から維持管理を実施

方策１ 施設の健全度を的確に管理 

方策２ インフラ施設の保有にかかるコストの縮減 

方策３ インフラ施設に投入する財源の確保 
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考え方1：新規施設の整備は十分な便益や効果が期待される場合に限定 
本計画を策定する背景として将来費用の抑制を図ることがあることから、新たなインフラ

施設の整備は、市民への説明責任を果たすことができるよう、整備コストに見合った十分な

便益や効果が期待できる場合に限定して実施します。 

考え方2：継続的な状態把握に基づき、長期的な視点から維持管理を実施 
点検等によりインフラ施設の状況を継続的に把握し、対象施設や場所、不具合の内容等の

特性を踏まえ、ライフサイクルコストの縮減という観点から、予防保全や長寿命化、事後保

全など適正な対応方策を検討し実行に移します。 

３ 基本的な対応方策 

今後、施設分類ごとに的確な整備・維持管理を実施していくために、以下に示す基本的な対

応方策を踏まえて、個別箇所の状況に応じた具体的な対応方策を検討します。 

方策１ 施設の健全度を的確に管理 
インフラ施設が求められる機能を発揮するためには、一定水準の健全度が確保されている

ことが必要です。しかし、施設の種類によって、老朽化に伴う不具合や問題が異なることか

ら、各施設分類の特性を踏まえて客観的な情報に基づき状態把握・評価を行う仕組みを整備

し、施設の健全度を的確に管理していきます。 

方策２ インフラ施設の保有にかかるコストの縮減 
施設の健全度を的確に管理するためには、計画的な点検・診断による状態把握や、維持管

理や更新等の工事、清掃等の取組を確実に実施することが必要になります。従って、限られ

た財源の中で最大限の活動を実施できるよう、これらの取組にかかるコストの縮減に努めま

す。 

方策３ インフラ施設に投入する財源の確保 
インフラ施設の整備・維持管理にかかるコストに充当する財源を安定的に確保するために、

社会資本整備総合交付金等の国の制度に加え、大規模改修や更新に備えて設置した「公共施

設等あんしん基金」を活用していきます。 
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２ 再編（適正化）計画を推進する仕組み 

（1） 公共施設再編（適正化）計画の進行管理について 

① 進行管理の全体像 

公共施設再編（適正化）計画の進行管理は、概ね5年ごと計画自体の検証・見直しに加え、

毎年度の進捗管理を行います。 

② 毎年度の進捗確認 

公共施設再編（適正化）計画の進捗状況については、「実行計画」に基づく具体的な取組

の実施状況を毎年度確認し、PDCAサイクルに基づいたマネジメントを行うことにより、必

要に応じて内容の見直しを行います。 

毎年度の進捗確認は、所管部署における自己検証に加え、全庁的な視点からも適切にマネ

ジメントしていきます。 

（2） 民間事業者等との連携促進について 

公共事業の再編（適正化）の推進に向けて、庁内においては、行財政マネジメントサイクル

を基盤としてマネジメントする仕組みを構築していきますが、市民により良いサービスを提供

していくためには、民間等も含む様々な主体との連携を図ることが有効と考えられます。 

その際に、行政側からの発想で連携を図るだけではなく、サービス提供方法や土地・建物の

利活用方法について民間事業者側からの提案を求めるなど、双方向で連携を促進する仕組みを

研究します。

公共施設再編（適正化）計画 

〔検証 見直 〕 

短期（10 年） 中長期（20年前後） 超長期 

公共施設再編（適正化）計画 
短期（10 年） 中長期（20年前後） 

1 年目 2年目 3年目 4年目 5年目

チェック チェック チェック チェック チェック 

○計画自体の検証 見直 
概ね 5 年   取組を総括する
とともに、計画を見直す。 

○毎年度 進捗確認 
実行計画の進捗を検証する。 
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第５章 施設分類別の再編（適正化）の方向性 
本章では、施設分類別に施設と建物の概況を整理するとともに、今後の再編（適正化）に向け

た方向性と実行計画を示します。 

なお、以下の施設分類については、現状維持ではなく大幅な見直しを検討する方向性を示して

います。それぞれの方向性の詳細については各施設分類のページをご覧ください。 

大分類 中分類 小分類 方向性 ページ 

行政系施設 連絡所 ３施設 
現状サービスは提供方法を検討し維持することで
廃止する。 

32 

消防施設 その他 コミュニティ防災センター 
廃止する。廃止後は南分署 施設   利用 
る 

38 

学校教育施設 小中学校 
小学校（１３校）、 
中学校（６校） 

長期的 観点 統廃合 多機能化 推進し、
40 年後  小学校８校 中学校４校 １２
校程度とすることを検討し、適正規模で配置す
る。 

40 

地域コミュニティ
施設 

地域活動 
施設 

コミュニティセンター 
（１０施設）・文化 
センター（２施設） 

他の公共施設との多機能化や集約化について廃
止も含めて施設面積 ２割程度 削減 検討
し、適正規模で配置する。 

50 

教育施設 

文化財 
施設 

４施設 
転用 賃貸   管理 収蔵機能 維持  文
化財収蔵庫は廃止する。 

54 

図書館 ２施設 
有馬図書館のサービス充実のため、一体の建
物である門沢橋コミセンとの多機能化について
検討する。 

56 

文化スポーツ 
施設 

スポーツ 
施設 

体育館、競技施設 
体育館等は類似施設との機能再編を検討
し、運動公園屋内プールは民間施設 状況 
考慮し、更新   方向 検討   

60 

文化施設 市民     
位置づけやあり方、現在の建物の有効活用に
ついて検討し、廃止する。

68 

保健医療福祉
施設 

子育て 
支援施設 

保育園（６施設） 
公立保育園 需給調整役 果     民
間活用の拡大を図る。また、地域拠点施設へ
の複合化を検討する。

74 

高齢者 
福祉施設 

国分寺台ケアセンター 
現状      民間施設   代替  こと
で廃止する。廃止後の文化センターとの一体活
用を検討する。

84 

環境施設 環境施設 

リサイクルプラザ 
     事業 民間活用   継続     
の施設を検討し、リサイクルプラザは廃止する。 

92 

資源化センター 
処理能力 拡大 作業環境 改善   大規
模改修を実施する。リサイクルプラザの建物は施
設の機能拡張に活用する。 

94 

その他施設 その他 安全安心ステーション 
   野駅前交番 設置   場合   海老
名駅西口 移転  方向 検討する。 

108 
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【分類１】 行政系施設 
中分類 庁舎 
小分類 市庁舎 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
市庁舎（本館）は、市の保有施設の中で施設面積が最大 

老朽化 状況 建物は 27 年経過     
法令上 扱 地方自治法第４条  事務所 位置 定  場合  条例 定     求    

  庁舎 整備    自体    法令上 規定    

（2）利用状況 

利用 実績 執務     人口密度 会議室 定員  整備時点 想定 上回     狭隘化
が指摘されている。 

今後 見込 定員管理計画     適正 職員数 確保 図 方針 示     
民間   代替 市職員 事務所 行政事務 窓口    民間 同様 施設    

（3）配置状況 （4）その他情報 
職員数 横   臨時職員等 増加   
  事務所利用人数 設計時 想定 上回 
ている。 
現在 事務所   利用    西棟  整
備当初 事務所    利用       
た。 
西棟     保健相談      一部  健
康   課  事務所   利用     
空調関係等 計画的 設備更新 必要  
る。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 市庁舎（本館） 15,051 S63年度 2018年度 2053年度

2 市庁舎（西棟） 733 S63年度 2018年度 2053年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 15,784 6.7%

市庁舎 国分
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２ 現状や課題のまとめ 
行政活動 拠点   事務所    今後 各組織 事務    確保 必要    
建物 狭隘化 指摘      西棟 保健相談      事務所 設置     集約 分散  事務
所配置のあり方や、庁舎の必要規模については今後検討が必要である。
敷地 建物 所有 行政 限定  規定    建物 使 方     銀行 証券等 窓口対応   
民間企業 同様  一般        設置     考     施設 更新時期 概 30年後    
      段階   更新事業 実施 際  民間  多様 連携 可能性 検討  余地    
現在 敷地 海老名駅 近 規模 大       市街地 開発 人口増加が進めば、土地のポテンシャ
  最大限 活用      規制 見直    高度利用    検討     考     
現在も消費生活センターが併設されており、複合施設としての整備についても検討する余地がある。
市民総合窓口 福祉総合窓口等 民間委託 実施     管理 運営    民間関与 拡大   
て研究する。

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 適正規模 更新
現在 建物 適切 維持管理  継続利用  職員数 市業務 変化
 踏   適正規模 更新       災害 対応できる庁舎を検討す
る。 

民間施設  複合化    
研究 

敷地規模 大   市街地  近    用地 高度利用等 含   
民間施設  複合化 可能性    研究   

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内）
適切 維持管理（大規模改修等 含  ） 実施   
民間施設  複合化 研究   

中長期 
（20 年以内）

庁舎 核   行政機能 集約／分散 方針 検討   
用地 高度利用 向  環境整備 実施   
民間活用   事業手法 検討   

超長期 
（40 年前後）

新庁舎の適正規模を検討する。 
更新 実施   
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【分類１】 行政系施設 
中分類 連絡所 
小分類 ３施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
    駅又 駅近  民間施設 建物内 設置      

老朽化 状況 民間施設   把握      
法令上 扱 設置    法令    規定    

（2）利用状況 

利用 実績

1日    換算  証明書発行   利用者数 15 18 人である。 
   台連絡所 海老名駅連絡所   市立図書館図書 貸出 返却 実施   
る。1 日あたりの貸出者数は約 30 人、返却者数は約 28 人   恒常的 利用者 
多くなっている。 
海老名駅連絡所 新  開設     分 利用者 純増     

今後 見込 総人口は、今後 10年間 4.4% 増加 見込      
海老名駅周辺  西口 開発   人口増 見込    

民間   代替 他自治体       等 民間施設 証明書発行 代行    事例    

（3）配置状況 （4）その他情報 
自動交付機の設置場所は本庁舎のみである。 
自動交付機 利用   市民向  窓口  
本庁以外の場所に設置している。 
「東柏ケ谷」と「かしわ台」が配置されている市域
北東部  鉄道 通      自動車  本
庁舎       良    
南部  距離     道路 整備     自
動車  本庁舎       良  
コンビニ交付は財政負担につながる可能性があ
り、導入に向けた検討が必要。 
小田急相模原駅など、複数自治体の自動交付
機 設置    例    

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 東柏ケ谷連絡所 東柏ケ谷 （そうてつローゼンさがみ野店内） 8 - - -

2 かしわ台連絡所 北部 （かしわ台駅内） 22 - - -

3 海老名駅連絡所 国分 （ビナフロント内） 37 - - -

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 67 0.0%
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２ 現状や課題のまとめ 
必要 施設規模 小   民間施設      利用  設置      
本庁舎 窓口     補完  施設    本庁舎以外 市民 集  場所 配置     望    
1 日    換算  証明書発行   利用者数 15 18 人で限られている。
   台連絡所 海老名駅連絡所   市立図書館図書 貸出 返却 実施     証明書 発行  
 ２倍程度 利用    

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
廃止（現状サービスは提供方
法を検討し維持） 

市域全体のサービスを視野に入れ、コンビニ交付や自動交付機等のサービ
ス提供方法や図書の貸出、返却方法を検討し廃止の方向とする。 

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内）
現状サービスの提供方法を維持する方策を検討する。 
検討結果を踏まえた方策を実施し、施設を廃止する。 

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －
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【分類２】 消防施設 
中分類 消防署 
小分類 ４施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
今里出張所           改修  施設    公用車 給油及     備蓄 機能 有     

老朽化 状況 南分署は 32年経過     
消防庁舎（本館）は 27 年経過     

法令上 扱 消防組織法第 9 条で、消防機関（消防本部、消防署、消防団）の全部または一部
の設置が義務付けられている。 
消防組織法第 11 条で、消防本部及び消防署に消防職員を置くことを定めている。 
施設 整備 保有      法令上 規定    

（2）利用状況 
利用 実績 利用 多少 問   施設     

今後 見込 高齢化や人口増加により救急搬送は増加傾向にある。 
総人口は、今後 10年間 4.4% 増加 見込      

民間   代替 行政 設置 義務付      施設    

（3）配置状況 （4）その他情報 
海老名市内 均等         配置  
いるが、新たな商業地域等の開発やさがみ縦
貫道路及 新東名高速道路 開通   検
討の必要がある。 
消防指令     海老名市 座間市 綾瀬
市で共同運用しており、救急業務に関しては、
応援協定 締結 三市 直近 救急車 出
動できる体制を整えている。 
消防署の出張所としての給油施設は、大規模
災害時 燃料確保 施設    平時 公
用車 給油施設   活用    。 

NO 施設名 施設名 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 消防庁舎（本館） 2,365 S63年度 2018年度 2053年度

2 消防庁舎（増築棟） 533 H22年度 2040年度 2075年度

3 消防北分署 北部 消防北分署 1,222 H21年度 2039年度 2074年度

4 消防南分署 南部 消防南分署 751 S58年度 2013年度 2048年度

5 今里出張所兼今里給油施設 南部 今里出張所兼今里給油施設 205 H24年度 2042年度 2077年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 5,076 2.1%

大谷消防庁舎
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２ 現状や課題のまとめ 
   縦貫道路及 新東名高速道路 開通     高速道路等 活動範囲 増     
建物   事務所    大型車庫 機材置場 燃料庫 当直時 生活       必要    更新
時には、既存の建物を転用することは考えにくい。 

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 適正配置 更新 現在 建物 適切 維持管理  継続利用  各施設 対応     
  状況変化 踏    適正 施設配置 検討  上 更新   

広域化について研究 共同運営 始  指令     同様 広域連携 推進   広域化 
ついても研究する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含  ） 実施   
消防署所の広域化について研究する。 
消防署所の配置方針を検討する。 

中長期 
（20 年以内） 配置方針に基づく、消防庁舎等の整備方針を検討する。 

超長期 
（40 年前後） 消防庁舎等 整備方針 沿  更新 実施   
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【分類２】 消防施設 
中分類 消防団器具置場 
小分類 15 施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
建物は 2階建  器具置場（倉庫 車庫） 待機室 構成      
消防ホースを乾燥させるためのホース塔も整備されている。 

老朽化 状況 全ての建物が建設から 30年未満    
経過年数  築 24 年 29年   築 3年 11 年  大  分      

法令上 扱 消防組織法第 9 条で、消防機関（消防本部、消防署、消防団）の全部または一部
の設置が義務付けられている。 
非常備の消防機関であり、団員は非常勤特別職の地方公務員となっている。 
施設 整備 保有      法令上 規定    

（2）利用状況 
利用 実績 利用 多少 問 施設     

今後 見込 総人口は今後 10 年程度増加 見込   地域   人口動向 差    海西地域
では約 20%の増加、大谷地域については約 10%の減少が予想されている。 

民間   代替 民間 提供           

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 消防第1分団 国分 消防第1分団 99 H18年度 2036年度 2071年度

2 消防第2分団 大谷 消防第2分団 100 H21年度 2039年度 2074年度

3 消防第3分団 海西 消防第3分団 73 H3年度 2021年度 2056年度

4 消防第4分団 海西 消防第4分団 69 S63年度 2018年度 2053年度

5 消防第5分団 海西 消防第5分団 69 S62年度 2017年度 2052年度

6 消防第6分団 海西 消防第6分団 69 平成元年度 2019年度 2054年度

7 消防第7分団 北部 消防第7分団 73 H8年度 2026年度 2061年度

8 消防第8分団 東柏ケ谷 消防第8分団 67 H3年度 2021年度 2056年度

9 消防第9分団 南部 消防第9分団 69 S63年度 2018年度 2053年度

10 消防第10分団 南部 消防第10分団 101 H23年度 2041年度 2076年度

11 消防第11分団 南部 消防第11分団 67 S61年度 2016年度 2051年度

12 消防第12分団 南部 消防第12分団 77 H16年度 2034年度 2069年度

13 消防第13分団 南部 消防第13分団 102 H19年度 2037年度 2072年度

14 消防第14分団 南部 消防第14分団 99 H24年度 2042年度 2077年度

15 消防第15分団 南部 消防第15分団 100 H21年度 2039年度 2074年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,234 0.5%
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（3）配置状況 （4）その他情報 
東日本大震災後、国が消防団の装備基準を
改正し、市は資機材の充実を図っているため、
倉庫     不足 懸念    
敷地を賃借して設置されている施設もある。 
分団数は 15  適切  認識   団員不足
で活動を休止している分団が一つある。 

２ 現状や課題のまとめ 
施設 目的   市域         分散  配置  必要     団員不足   活動 休止   
 分団 一        更新時  人口動向 踏   施設配置 対象    見直  考     
他自治体   消防署       施設等 公共施設  複合施設   整備     事例    民
間 保有     一角 設置     事例    

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 適正配置 更新 現在 建物 適切 維持管理  継続利用  大規模災害時 活動拠
点施設   安全 使用     適正 更新   

地域利用施設  複合化 検
討 

消防団活動  関心 高     更新時期 合 場合  地域利用
施設（コミュニティ施設等）との複合化について検討する。 

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内）
適切 維持管理（大規模改修等 含  ） 実施   
団員不足  対応方針    検討   

中長期 
（20 年以内）

団員不足  対応方針 踏   施設配置   方    検討   
地域施設（コミュニティ施設等）との複合化について検討する。 
配置のあり方及び地域施設との複合化についての検討結果を踏まえた取組を適宜実施
する。 

超長期 
（40 年前後） 配置   方及 地域施設  複合化     検討結果 踏  更新 実施   
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【分類２】 消防施設 
中分類 その他 
小分類 コミュニティ防災センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
「コミュニティ防災センター」は、南分署内の会議室を地域に開放し、「公の施設」として位置づけたものである。 
地域住民   利用   場合  消防署 会議 署員        利用      

老朽化 状況 施設が設置されている南分署は 32年経過     
法令上 扱 海老名市      防災    条例 制定      

（2）利用状況 

利用 実績 地域 登録団体 健康体操教室等 利用      月数件 留      
利用料 無料       

今後 見込 －
民間   代替 貸会議室等     利用  料金負担 必要    

（3）配置状況 （4）その他情報 
南分署 業務     分離       
  分署    個人情報 資機材 管理 
どセキュリティ確保の面で問題がある。 
南分署 住宅地   500m 程度離   
  市民 利用  施設    便 悪  
本署 北分署 屋内訓練場  南分署  
設置         当該施設 利用  
    利用     

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 コミュニティ防災センター 南部 （消防南分署内） 83 S58年度 2013年度 2048年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 83 0.0%



39 

２ 現状や課題のまとめ 
南分署 会議室  地域利用 開放    施設     料金 徴収         利用 月 4,5件
と少ない。 
      防災      分署 業務     分離         分署    個人情報 資機材 
管理       確保 面 問題    
南分署   近隣 住宅地 近 場所  社家小学校  社家              

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
廃止（南分署の施設としての
利用 継続）

月に 4,5 件 利用 限      南分署       等 確保 必要
        施設 廃止  利用 近隣施設 会議室等 吸収   

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内）
利用団体等 施設廃止／他施設利用    協議 合意形成 図  
施設 廃止  （利用団体等  合意形成 前提） 

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －
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【分類３】 学校教育施設 
中分類 小中学校 
小分類 小学校（１３校）、中学校（６校） 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

NO 施設名 施設名 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 東柏ケ谷小学校(校舎1)（北棟） 1,016 S49年度 2004年度 2039年度

2 東柏ケ谷小学校(校舎2)（南棟、給食室含む） 4,641 H19年度 2037年度 2072年度

3 東柏ケ谷小学校(屋内運動場・プール) 690 S53年度 2008年度 2043年度

4 柏ケ谷小学校(校舎1)（南棟） 1,632 S39年度 済 2029年度

5 柏ケ谷小学校(校舎2)（北棟1） 1,234 S42年度 済 2032年度

6 柏ケ谷小学校(校舎3)（北棟2） 804 S46年度 済 2036年度

7 柏ケ谷小学校(校舎4)（中棟） 950 H4年度 2022年度 2057年度

8 柏ケ谷小学校(屋内運動場) 803 S48年度 2003年度 2038年度

9 上星小学校(校舎1)（1館） 2,398 S45年度 2000年度 2035年度

10 上星小学校(校舎2)（2館） 1,754 S49年度 2004年度 2039年度

11 上星小学校(校舎3)（3館） 1,662 S55年度 2010年度 2045年度

12 上星小学校(屋内運動場) 739 S52年度 2007年度 2042年度

13 今泉小学校(校舎1)（A棟・北側） 1,626 S55年度 2010年度 2045年度

14 今泉小学校(校舎2)（B棟・南東側） 3,468 S55年度 2010年度 2045年度

15 今泉小学校(校舎3)（C棟・南西側） 1,105 H8年度 2026年度 2061年度

16 今泉小学校(屋内運動場) 739 S56年度 2011年度 2046年度

17 有鹿小学校(校舎1)（本館東側） 1,343 S42年度 1997年度 2032年度

18 有鹿小学校(校舎2)（本館西側） 911 S49年度 2004年度 2039年度

19 有鹿小学校(校舎3)（西館） 1,051 S54年度 2009年度 2044年度

20 有鹿小学校(屋内運動場) 716 S56年度 2011年度 2046年度

21 有鹿小学校(校舎4)（東館） 1,311 H16年度 2034年度 2069年度

22 中新田小学校(校舎1)（西棟） 2,257 S47年度 2002年度 2037年度

23 中新田小学校(校舎2)（東棟中央） 1,652 S52年度 2007年度 2042年度

24 中新田小学校(校舎3)（東棟東側） 654 S55年度 2010年度 2045年度

25 中新田小学校(屋内運動場) 739 S52年度 2007年度 2042年度

26 海老名小学校(校舎1)（西棟） 2,726 H15年度 2033年度 2068年度

27 海老名小学校(校舎2)（東棟） 2,475 S52年度 2007年度 2042年度

28 海老名小学校(校舎3)（北棟） 1,089 S53年度 2008年度 2043年度

29 海老名小学校(屋内運動場・プール) 773 S54年度 2009年度 2044年度

30 杉本小学校(校舎1)（1館） 2,297 S58年度 2013年度 2048年度

31 杉本小学校(校舎2)（2館） 2,235 S58年度 2013年度 2048年度

32 杉本小学校(屋内運動場) 738 S57年度 2012年度 2047年度

33 大谷小学校(校舎1)（南棟東側） 1,512 S43年度 1998年度 2033年度

34 大谷小学校(校舎2)（南棟西側） 915 S44年度 1999年度 2034年度

35 大谷小学校(校舎3)（北棟西側） 1,734 S48年度 済 2038年度

36 大谷小学校(校舎4)（北棟東側） 1,110 S55年度 2010年度 2045年度

37 大谷小学校(屋内運動場) 720 S51年度 2006年度 2041年度

38 有馬小学校(校舎1)（中央棟、東棟） 2,928 S47年度 済 2037年度

39 有馬小学校(校舎2)（西棟） 1,070 H6年度 2024年度 2059年度

40 有馬小学校(屋内運動場) 943 S54年度 2009年度 2044年度

41 門沢橋小学校(校舎1)（1棟） 2,262 S49年度 2004年度 2039年度

42 門沢橋小学校(校舎2)（2棟） 1,160 S54年度 2009年度 2044年度

43 門沢橋小学校(屋内運動場) 739 S53年度 2008年度 2043年度

44 社家小学校(校舎1)（本館） 2,551 S52年度 2007年度 2042年度

45 社家小学校(校舎2)（新館） 1,194 H7年度 2025年度 2060年度

46 社家小学校(屋内運動場) 700 S53年度 2008年度 2043年度

47 杉久保小学校(校舎1)（管理教室棟・東側校舎） 2,300 S55年度 2010年度 2045年度

48 杉久保小学校(校舎2)（普通教室棟・中央校舎） 1,621 S55年度 2010年度 2045年度

49 杉久保小学校(校舎3)（普通教室棟・西側校舎） 1,449 S57年度 2012年度 2047年度

50 杉久保小学校(屋内運動場) 733 S54年度 2009年度 2044年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 73,869 31.2%

東柏ケ谷小学校

柏ケ谷小学校

東柏ケ谷

北部

北部

北部

有鹿小学校

今泉小学校

上星小学校

海西

海西

国分

中新田小学校

海老名小学校

南部

杉本小学校

大谷小学校

有馬小学校

門沢橋小学校

社家小学校

南部

南部

国分

大谷

南部

杉久保小学校
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〔概要〕 
建設から30年 40年以上 経過    建物 多   他 施設分類 優先    老朽化対策工事    
     工事  実施        老朽化 対応  建替 済  建物 複数   
本市では、小中学校のプールは施設として廃止され、水泳の授業は市内の温水プールで実施されている。 

老朽化 状況 ほとんどの建物が 30 年以上経過     40 年以上経過  建物 延床面積 
30%以上を占めている。 
30 年以上経過  建物      何   老朽化対策工事 行          
ーアル工事が実施されている建物は限られている。 
古い建物は 50 年近 経過     概 10 年後  更新 本格化        

法令上 扱 教育基本法第 5条において、「義務教育の機会を保障」することに責任を有すると規定 
（学校の設置そのものは規定していない）されている。 
学校教育法第 5 条     学校 設置者    設置  学校 管理      規
定   公立学校 業務 包括委託     困難    

※ 老朽化対策工事」とは、外装・内装・空調の「いずれか」を改修する工事 
※「リニューアル工事」とは、外装・内装・空調の「全て」を全面的に改修する工事 

NO 施設名 施設名 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 柏ケ谷中学校(校舎1)（西棟） 1,832 S53年度 2008年度 2043年度

2 柏ケ谷中学校(校舎2)（北棟） 2,636 S53年度 2008年度 2043年度

3 柏ケ谷中学校(校舎3)（南棟） 1,600 H3年度 2021年度 2056年度

4 柏ケ谷中学校(屋内運動場) 826 S54年度 2009年度 2044年度

5 今泉中学校(校舎1)（A棟） 2,835 S58年度 2013年度 2048年度

6 今泉中学校(校舎2)（B棟） 1,112 S58年度 2013年度 2048年度

7 今泉中学校(校舎3)（C棟） 1,504 S58年度 2013年度 2048年度

8 今泉中学校(屋内運動場) 1,101 S59年度 2014年度 2049年度

9 海西中学校(校舎1)（1棟西側） 3,009 S49年度 済 2039年度

10 海西中学校(校舎2)（1棟東側） 155 S49年度 済 2039年度

11 海西中学校(校舎3)（2棟東側） 2,182 S55年度 2010年度 2045年度

12 海西中学校(校舎4)（2棟西側） 255 H3年度 2021年度 2056年度

13 海西中学校(屋内運動場) 823 S51年度 2006年度 2041年度

14 海老名中学校(校舎1)（1棟西側） 905 S43年度 1998年度 2033年度

15 海老名中学校(校舎2)（1棟東側） 1,000 S44年度 1999年度 2034年度

16 海老名中学校(校舎3)（2棟西側） 1,527 S45年度 2000年度 2035年度

17 海老名中学校(校舎4)（2棟東側） 731 S46年度 2001年度 2036年度

18 海老名中学校(校舎5)（3棟） 2,600 S47年度 2002年度 2037年度

19 海老名中学校(屋内運動場) 1,211 S58年度 2013年度 2048年度

20 大谷中学校(校舎1)（西棟） 1,363 S55年度 2010年度 2045年度

21 大谷中学校(校舎2)（中央棟） 2,587 S55年度 2010年度 2045年度

22 大谷中学校(校舎3)（東棟） 1,741 S55年度 2010年度 2045年度

23 大谷中学校(屋内運動場) 818 S55年度 2010年度 2045年度

24 有馬中学校(校舎1)（A棟・中央） 2,739 S45年度 2000年度 2035年度

25 有馬中学校(校舎2)（B棟・東側） 1,390 S53年度 2008年度 2043年度

26 有馬中学校(校舎3)（C棟・西側） 1,767 H4年度 2022年度 2057年度

27 有馬中学校(屋内運動場) 944 S50年度 2005年度 2040年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 41,193 17.4%

柏ケ谷中学校 北部

今泉中学校

海西中学校

海老名中学校

北部

海西

国分

有馬中学校

大谷中学校 大谷

南部
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（2）利用状況 

利用 実績

学校別にみると、有馬小学校、東柏ケ谷小学校で児童数が減少傾向にあるが、その他
17校は横ばいである。 
一人あたりの施設面積をみると、概ね 10㎡ 超      ７校 一桁 留      
最も少ない学校は 8.0 ㎡となっている。 
学級数  海老名小学校  30 クラスで突出しており、他は 14 23 クラスに収まって
   海老名小学校   体育館 利用  数 不足  状況 出      
児童数 生徒数     横   推移      学級数 若干増加     

今後 見込 
10年後 年少人口  海西地域 約 10％の増加、大谷地域は約20% 減少 見
込まれる。 
総合計画の事業として「少人数指導」の推進が挙げられている。 

民間   代替 私立 小中学校     独自 方針 基  広域的 児童生徒 受 入     
保護者による学費等の経済的負担も大きくなる。 

（3）配置状況 （4）その他情報 
特別教室等の地域開放は、学校教育の支障
のない範囲で実施している。 
地域開放時 施錠 事後確認等 管理  
シルバー人材センターに委託している。 
体育館  学校   団体登録 行  年 4
回 日程調整会議 利用       決定
    利用 多  
東柏 谷小学校       狭  隣接  
綾瀬市 北 台小学校       借  運
動会を開催したことがある。 
海老名中 海老名小  校区 １対１対応
 近  学校 隣接     
有馬中 有馬小 隣接        校区 
有馬小、門沢橋小、社家小で構成されてい
る。 
スポーツ施設の体育館との共用化を考える場
合 北部体育館  杉本小 隣接     
      海西中学校 近  
「えびな型のコミュニティ・スクール」を推進してお
り、学校運営委員会に学校開放の運営を委
ねることも考えられる。 
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２ 現状や課題のまとめ 
海西地域  増加 見込      海老名小 大規模校化      地域差    
建物 整備時期 集中     更新時期     集中 見込    
   型            推進       一部 学校     特別教室等 地域開放 行   
る。また、総合計画において、学校図書館の地域開放について研究する方針が示されている。 
市の中でも大規模な敷地や建物を有している公共施設であり、様々な形で活用できるポテンシャルがある。 
文部科学省     学校施設 複合化 高層化 関  検討 行         同省 余裕教室等
の他用途への転換による有効活用についても推奨しており、参考となる事例集     公表     
文部科学省 資料     幼保 小学校 連携 小中一貫 小中連携 中高一貫  学校間 連携
や、地域施設との複合化について、教育の質を高めるという観点から有効な取組との考えも示されている。 

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 更新時期 分散 建物 整備時期 集中       改修 工夫等   更新時期 分
散     適正規模 更新   

地域開放の推進 教室や図書室等の有効活用を図るとともに、地域連携による開放施設の
運営について検討する。 

地域拠点施設としての機能集
約、地域連携を検討 

市民 利便性向上       活性化    建物 更新 合   学
校 地域利用施設（      施設 子育 施設 高齢者施設等） 
敷地への集約や複合化を検討する。 

民間 活用  集約 複合化
について研究 

敷地規模 大  多様      集約  可能性      民間事業
者  連携 用地 高度利用等 含   民間活用 可能性    研
究する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

建物 耐用年数  更新時期 迫    学校      建物 長寿命化 地域施
設拠点としての複合施設化、統廃合、転用も含め、長期的 観点  40 年後  小
学校 8校、中学校 4校の 12 校程度      検討  再整備計画を策定する。 
施設規模 見合  学級数 再編     学区見直  行  対象者 意向 踏 
    一定 年数    再編 実施   
先行  再整備 進  学校    事業 実施   
地域開放施設の今後のあり方について検討する。 
地域拠点施設   方      市民 含 検討   
小中一貫校 県立高校等  連携   新     対応 向  研究 着手   

中長期 
（20 年以内）

児童生徒推計 基   計画 更新 実施（特 統廃合 転用）   
更新時期 平準化 配慮  先行  再整備 進  学校     事業 構想 計
画を具体化する。 

超長期 
（40 年前後）

児童生徒推計 基   計画 更新 実施（特 統廃合 転用）   
必要な学校について、順次、事業の構想・計画を具体化する。 
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【分類３】 学校教育施設 
中分類 その他 
小分類 食の創造館 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
給食     再編  整備  施設    学校給食 調理 配食      会議室及 調理実習室 備
え、食育教育の推進拠点としても位置付けられている。 
災害時には避難所向けの給食（3,000 食）を供給する計画となっている。 

老朽化 状況 平成 24年度 整備   築 3年 新  施設    
法令上 扱 地方教育行政 組織及 運営 関  法律第30条にいう教育機関に該当し、「必要

な教育機関を設置することができる」とされている。 

（2）利用状況 

利用 実績

市内の小学校のうち、東柏ヶ谷小学校を除く12校 給食 調理 配食    （   
  調理能力 8,000 食で、対象児童数が約 7,400 人）。 
幼稚園へのランチ提供（曜日限定）や、高齢者施設のイベント等の給食提供も実施し
ている。 
会議室 調理実習室  給食     見学会 際   利用         一般
 有料利用 年間数件         

今後 見込 
今後 10年間  5 歳 14歳人口（人口ビジョン）は減少傾向にあるものの、減少幅
 小   見込     ［11,336 人（2015 年）⇒11,040 人（2025 年）］ 
高齢化 進行 伴  高齢者向  配食         高  可能性    

民間   代替 市内 中学校   希望者 対象    民間事業者 調理  弁当 届      
ー方式で給食を提供している。 

（3）配置状況 （4）その他情報 
平成27年度  指定管理者制度 導入  
   自主事業等   会議室等 利用拡大
が期待されている。 
少子化が進んだ場合、高齢者向けの配食サー
ビスを拡大することを想定している。 

NO 施設名 施設名 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 食の創造館 海西 食の創造館 3,484 H24年度 2042年度 2077年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 3,484 1.5%
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２ 現状や課題のまとめ 
給食センターを再編整備した施設であり、建物は築 3年 新   調理能力 9 割以上稼働している。
小学校 13 校    自校方式 給食調理場 設置     東柏 谷小学校 除 12 校に配食してい
る。
曜日は限定されているが、小学校以外に幼稚園及び高齢者施設にもランチを提供している。
市内 中学校   希望者 対象    民間事業者 調理  弁当 届       方式 給食 提供
している。
当初 調理 配送等 業務委託     平成 27 年 8月  指定管理者制度 移行     
会議室 調理実習室 備      給食    見学会 際   利用         一般 有料利
用 年数件 限      

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 現在 建物 適切 維持管理  継続利用   

貸室 利用促進 図 建物が新しいことから、貸室について PR   近隣 地域      施設 
貸室予約 連携  利用促進 図  

給食の拡大について検討 

現状 指定管理者制度 導入  曜日 限  保育園 高齢者施設 
もランチを提供している。 
調理能力 最大限 活用     給食 提供  対象施設 拡大  
ランチ以外の給食提供などの取組について検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

近隣 地域      施設（中新田 大谷 杉久保 社家） 連携  貸室利用促
進の方策について検討する。 
調理能力 有効活用方策 検討   
調理能力 有効活用方策 検討結果 踏   将来 給食   方    検討 
る。 
給食のあり方についての検討結果を踏まえ、適宜取組を実施する。 

中長期 
（20 年以内）

給食提供のあり方について検討（自校方式かセンター方式）する。 
検討結果に基づき、事業の構想・計画を具体化する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類４】 地域コミュニティ施設 
中分類 地域活動施設 
小分類    市民活動    （     ）

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
    市民活動       青少年会館 給食     跡地 設置    青少年会館 中央公民館 市
民活動         機能 統合  施設          （交流館）       （        館） 
の 2 施設 構成   現在 指定管理者制度 適用     （※以降            記述 
る。）。 
    会議室 和室 調理室 実習室 備  個人 団体     利用可能    

老朽化 状況 平成 24年度 整備   築 3年 新  施設    
法令上 扱 施設整備     法令    規定    

（2）利用状況 

利用 実績

平成 27 年度 年間利用者数 約 116,000 人、1 日あたり約 300 人の利用があっ
た。 
会議室 登録団体 各々 目的 利用     
    社交         等   利用    

今後 見込 周辺 人口増加 見込      利用者 増加  可能性    
民間   代替 民間 貸会議室 音楽             等     料金負担 大     

（3）配置状況 （4）その他情報 
利用  事前登録 必要    登録   
誰  利用    
利用     全館有料       
合唱や音楽の練習場として防音室の人気が
高く、予約が取れない場合は、同様の部屋が
ある文化会館を案内することもある。 
料金 安 小規模 部屋 人気 高  
ビナレッジ、ビナスポ、スポーツ施設は、県の公
共施設予約     利用     

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 えびな市民活動センター(ビナレッジ) 海西 えびな市民活動センター(ビナレッジ) 2,960 H24年度 2042年度 2077年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 2,960 1.3%
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２ 現状や課題のまとめ 
築 3年 建物 新   利用者 一定 水準     稼働率 30％ 下回 貸室 半数程度   
防音室の人気が高く、予約が取れない場合は、同様の部屋がある文化会館を案内することもある。 
貸室 利用目的            文化     基本的 傾向 共通     
同様の貸室を提供する施設が近くにある（中新田コミセン、下今泉コミセン、文化会館等）。 

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 建物 新       現在 建物 適切 維持管理   

類似施設の機能の一部集約を
検討 

設置目的 異    機能 類似  施設（           文化会
館等） 先行  大規模改修 更新時期 迎        施設 機
能の一部集約を検討する。 

民間活用 拡大    検討 現状 指定管理者制度 導入     利用増     自主事業 拡
大 民間 役割見直     検討   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

継続的 利用実態 把握  調査 実施   
周辺の中新田コミセンや下今泉コミセンと連携した会議室等の有効活用方策を検討す
る。 
文化会館 市民      連携     等 有効活用方策 検討   
類似施設と連携した有効活用方策の具体化を実施する。 
稼働率向上 向   指定管理者 自主事業等 拡大   
民間 役割 拡大  事業方式 研究   

中長期 
（20 年以内）

民間 役割 拡大  事業方式    検討   
民間 役割 拡大  事業方式 検討結果 沿   適宜具体化   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類４】 地域コミュニティ施設 
中分類 地域活動施設 
小分類    市民活動    （    ）

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
    市民活動       青少年会館 給食     跡地 設置    青少年会館 中央公民館 市
民活動         機能 統合  施設          （交流館）       （        館） 
の 2 施設 構成   開館当初  指定管理者制度 適用     （※以降           記述 
る。）。 
多目的室（体育館）、レクリエーションルーム（ダンススタジオ）、トレーニングルーム、温水プールを備え、個人・
団体     利用可能    

老朽化 状況 平成 26年度 建設    
法令上 扱 スポーツ基本法で「施設整備等に努めなければならない」と規定している。 

（2）利用状況 

利用 実績 平成27年度 年間利用者数 約203,00人、1日あたり約550人程度 利用  
  積極的 利用      

今後 見込 周辺 人口増加 見込      利用者 増加  可能性    

民間   代替
民間                          体育館（        ）  
       事例     料金負担 大     

（3）配置状況 （4）その他情報 

土日 稼働率 高  平日午後 空     
個人利用 約 2 割が 65歳以上の方である。 
健康増進を目的としており、プールについては、ウ
ォーキングやリラクゼーション向けになっている。 
ビナレッジ、ビナスポ、スポーツ施設は県の公共施
設予約     利用     同       
ビナスポもスポーツ施設に分類されている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

2 えびな市民活動センター(ビナスポ) 海西 えびな市民活動センター(ビナスポ) 5,009 H26年度 2044年度 2079年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 5,009 2.1%
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２ 現状や課題のまとめ 
築 1年 建物 新   平成 27年度 年間利用者数 約 203,000 人、1日あたり約 550 人程度 利
用があった。 
稼働率 多目的室（体育館） 70％、レクリエーションルームは 88％程度       
総合体育館及 北部体育館    学校 体育館  機能 共通          多目的室（体育
館）  市内    団体   利用調整 対象         
公共施設予約     中            施設 一    分類      利用者     同
様 認識    考     

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 建物 新       現在 建物 適切 維持管理   

類似施設の機能の一部集約を
検討 

設置目的 異    機能 類似  施設（体育館 温水    学校
体育館） 先行  大規模改修 更新時期 迎        施設 
機能の一部集約を検討する。 

民間活用 拡大    検討 現状 指定管理者制度 導入     利用増     自主事業 拡
大 民間 役割見直     検討   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

継続的 利用実態 把握及 分析 実施   
類似施設と連携した有効活用方策を検討する。 
類似施設と連携した有効活用方策の具体化を図る。 
民間 役割 拡大  事業方式 研究   

中長期 
（20 年以内）

民間 役割 拡大  事業方式    検討   
民間 役割 拡大  事業方式 検討結果 沿   適宜具体化   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類４】 地域コミュニティ施設 
中分類 地域活動施設 
小分類 コミュニティセンター（１０施設） 

文化センター（２施設） 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
各館  地域住民 以下 示 活動 場   利用     目的   整備      
・ 学習、レクリエーション、サークル活動及び軽スポーツ  
・ 講習会、研究会、展示会その他各種集会  
・ 児童の健全な育成に寄与する活動  
・ 地域住民 自主的 活動 相互 交流活動
・ 市 行 社会教育活動等
２つの「文化センター」は、各地域に配置された「コミュニティセンター」を補完する施設としての位置づけで整備され
ている。 
地域 運営委員会（      ）   自主運営      利用条件 予約方法等 異   
全施設が災害時の避難所として指定されている。 

老朽化 状況 建物 経過年数 全 30年未満       
20 年以上経過  5 施設についてはリニューアル工事を実施しており、他分野の施設と
比   大規模改修 計画的 行         他 7 館についてはリニューアル工
事 未実施    老朽化 進     

法令上 扱 地域      活動及            整備     法令上 規定    

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 5,009 2.1%

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 柏ケ谷コミュニティセンター 東柏ケ谷 柏ケ谷コミュニティセンター 1,456 S61年度 済 2051年度

2 上今泉コミュニティセンター 北部 上今泉コミュニティセンター 1,120 H3年度 済 2056年度

3 中新田コミュニティセンター 海西 中新田コミュニティセンター 1,179 S63年度 済 2053年度

4 下今泉コミュニティセンター 海西 下今泉コミュニティセンター 1,275 H8年度 2026年度 2061年度

5 国分コミュニティセンター 国分 国分コミュニティセンター 1,377 H4年度 2022年度 2057年度

6 大谷コミュニティセンター 大谷 大谷コミュニティセンター 1,174 S63年度 済 2053年度

7 杉久保コミュニティセンター 南部 杉久保コミュニティセンター 1,158 H5年度 2023年度 2058年度

8 本郷コミュニティセンター 南部 本郷コミュニティセンター 1,179 H6年度 2024年度 2059年度

9 門沢橋コミュニティセンター 南部 門沢橋コミュニティセンター 1,285 H6年度 2024年度 2059年度

10 社家コミュニティセンター 南部 社家コミュニティセンター 1,360 H7年度 2025年度 2060年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 12,562 5.3%

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 勝瀬文化センター 国分 勝瀬文化センター 703 H2年度 済 2055年度

2 国分寺台文化センター 大谷 国分寺台文化センター 599 H9年度 2027年度 2062年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,302 0.6%
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（2）利用状況 

利用 実績

利用者数 来館者数 施設    差    市域 北部（上今泉） 北東部（国
分）で多く、中央東側（大谷）と南東部（本郷）で少ない。 
利用者数 来館者数 3  年 傾向    概 横   推移      柏 谷   
ニティセンターについては増加傾向がみられる。 
貸室 種類    稼働率 差    会議室 実習室 調理室 和室等  全般 
稼働率 30%未満である。レク室、集会室、音楽室は相対的に高稼働で70%程度 
なっている。 

今後 見込 
地域    人口動向 差    人口増 見込   北部 北東部  他 地域  
 人口減少 高齢化 進行 見込   大谷地区  市民    違  大    
可能性もある。 

民間   代替 民間等 提供  安価 利用   貸室    

（3）配置状況 （4）その他情報 
音楽室のない施設では防音室の整備について
要望が多い。 
学習室 利用 少   貸室    活用 
望む声もある。 
未改修 施設  空調等設備 不具合 発
生している。 
高所に設置された水銀灯の確認に足場設置
 必要   建物     維持管理 考慮 
れていない。 
施設の運営に関して、自主運営継続の是非
について検討する予定である。また、現在使用
料 徴収     有料化 検討課題  
る。 
「社会教育施設」ではなく「コミュニティ等供用
施設」と位置づけ、建設やリニューアル工事に
防衛補助を活用していることから、工事から 10
年間 転用 譲渡     点 留意 必
要である。 



52 

２ 現状や課題のまとめ 
全体   一定 利用    建物 大規模改修工事実施済  施設  短期的 大幅 見直  求  
れる状況ではない。ただし、大規模改修工事未実施の施設については、計画的な改修を実施する必要があ
る。
貸室 種類    稼働率 大幅 差    施設全体 同様 傾向 示         提供  貸室
 種類 数     見直  検討  余地    
貸室については、コミュニティセンター及び文化センターだけではなく、小中学校やスポーツ施設など他分類の施
設  提供         一部 学校  特別教室等 地域開放     公共施設全体   利用向
上に向けた検討が必要と考えられる。
          及 文化     貸室 無料 利用     他分類 施設 貸室  使用料 設定
          施設 統一的 考 方 料金設定 行 方針 示      
コミュニティセンター及び文化センターと小学校は施設数が概ね一致しているほか、どちらもすべての施設が災害
時の避難所に指定されており、いずれも地域の拠点となる施設となっている。
他自治体    地域      施設 整備事例     学校 出張所 学童   等 地域 利用  
 施設  複合化 行    事例 複数   

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 改修時 貸室 再
編を実施 

当面 現状 施設 継続利用    稼働率 向上 図       
が高い多目的室等への改修や、他施設も含めた貸室数の調整を図る。 

地域の拠点施設への集約・複
合化を検討 

市民 利便性向上       活性化    学校 子育  高齢者施
設等の地域における拠点的な施設への集約・複合化を図る。 

 海老名市公共施設使用料
等に関する基本方針』に準じた
料金設定    検討

現在 無料 利用      策定済   海老名市公共施設使用料
等 関  基本方針  準  他施設 利用料金  整合 図  

他施設 含  利用 一元管
理    検討

利用者 利便性 高     貸室 空 状況 把握 予約  公共施
設全体で一元的に実施する仕組みを検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含 ） 実施   
使用料等 関  基本方針 沿  使用料及 減免制度 検討   
貸室 機能別    把握 貸室構成 変更    検討   
地域別 適正規模 現状 管理運営方法    検討   
地域拠点施設として、他の公共施設との多機能化や集約化について、廃止も含めて施
設面積の 2割程度 削減 検討し計画を策定する。 
一体の建物である門沢橋コミセンと有馬図書館の多機能化を検討する。 
計画 沿  大規模改修 更新等 取組 適宜実施   

中長期 
（20 年以内） 計画 沿  大規模改修 更新等 取組 適宜実施   

超長期 
（40 年前後） 計画 沿  更新等 取組 適宜実施   
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【分類５】 教育施設 
中分類 文化財施設 
小分類 4 施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

※今福薬医門公園文庫蔵  江戸時代 建物 保存 展示      
〔概要〕 
歴史資料収蔵館  歴史資料 公文書 保管     元々 児童館   整備   建物 転用     
温故館（郷土資料館） 建物 旧村役場 建物 部分移築     歴史的建築物    位置    
る。 
文化財収蔵庫は、文化財として認定された出土品を保管している。 

老朽化 状況 歴史資料収蔵館 45年経過            工事 実施済     
法令上 扱 文化財保護法 規定    市 管理者   指定   文化財  市 寄贈 受 

 文化財 管理  市 責任 実施          

（2）利用状況 

利用 実績
展示物を公開している2施設について1日平均 利用者     歴史資料収蔵館：
3.1 人/日 温故館（郷土資料館）：24.9 人/日となっている。 
企画展示や展示解説実施等のイベント時は来館者が増える。 

今後 見込 
文化財収蔵庫 管理  出土品 増加  一方    展示 頻度 低    他
施設のスペースも活用して保管している状況である。 
出土品 文化財認定 取 消  廃棄 制度的  可能   実際 難   

民間   代替 市 管理者      文化財    管理責任    

（3）配置状況 （4）その他情報 
■歴史資料収蔵館 
元の児童館として整備する際に地元から寄付
を受けたため、地域開放用の厨房を有している
 利用       
■温故館 
施設の用地は借地となっている。 
■文化財収蔵庫 
土日祝  散策者 休憩所    利用  
ている。 
■分類共通 
施設警備 文化財施設 一括 長期契約 
して、コスト縮減を図る方針である。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 歴史資料収蔵館 海西 歴史資料収蔵館 333 S45年度 済 2035年度

2 今福薬医門公園　文庫蔵 海西 今福薬医門公園　文庫蔵 100 1847年 1877年度 1912年度

3 温故館（郷土資料館） 国分 温故館（郷土資料館） 424 H22年度 2040年度 2075年度

4 文化財収蔵庫 国分 文化財収蔵庫 318 H5年度 2023年度 2058年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,175 0.5%
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２ 現状や課題のまとめ 
市 管理者   文化財      市 責任 管理 行 必要    
市 管理   文化財  埋蔵文化財 歴史的文書 中心 今後 増 続   見込    
温故館は文化財の収蔵スペースはなく、展示を中心としており企画展示実施時は、来館者が増加する。 
歴史資料収蔵館  歴史資料（文書類） 管理 収蔵 閲覧 行      両施設  入場者数 少
ない。 
施設     管理  文化財 種類 異   
文庫蔵は歴史的建造物で、建物そのものが文化財となっている。 
歴史資料収蔵館  児童館   整備   建物 転用  設置   施設    

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
文化財収蔵庫は廃止（転用
 賃貸   管理 収蔵機能 
維持） 

管理 収蔵機能 市民 直接利用             建物 老
朽化      基本的 建物 新築   未利用建物 転用 民間
建物の賃貸で対応する。 

他施設を活用して展示を実施 収蔵品 展示      文化会館 民間商業施設等 集客    
場所で実施することを検討する。 

文庫蔵は文化財として保存 文庫蔵 建物 文化財    適正 管理 保存   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

温故館 現在 建物 適切 維持管理   
文化財収蔵庫 機能 未利用建物 転用 民間 建物賃貸   確保 廃止   
他施設を活用した展示について検討、実施する。 
借地である温故館用地の買収について調整する。 

中長期 
（20 年以内）

歴史資料収蔵館 更新     他分野 施設    再編検討 状況 踏    
未利用建物 転用 含  取扱方針 決定   
歴史資料収蔵館 更新 実施   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類５】 教育施設 
中分類 図書館 
小分類 2 施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
中央図書館は平成 27年 10 月にリニューアルオープンした。 
平成 26 年度  指定管理者 導入     

老朽化 状況 中央図書館は 31年経過            工事 実施済     
法令上 扱 図書館法で「設置することができる」と規定している。 

図書館 設置者   地方公共団体 日本赤十字社又 一般社団法人若   一般
財団法人」とされている（図書館法 第２条）。 

（2）利用状況 

利用 実績

中央図書館       期間中 有馬図書館 利用 増   
中央図書館       工事 契機     台連絡所 加  海老名駅連絡所 
も図書の貸出・返却の取次ぎを始め、2 か所で１日に平均 60件前後 利用    
年間 来館者数は合計46万人（平成27年度） 1日あたりに換算すると中央図書
館が約 1,800 人、有馬図書館が約 370人である。 

今後 見込 総人口については、今後 10年程度 増加 見込     
民間   代替 同等 民間施設    

（3）配置状況 （4）その他情報 
有馬図書館 門沢橋           隣
接                  貸室 利
用した自主事業の開催も可能である。 
総合計画の施策として、学校の図書室を、図
書館と連携して運営することが挙げられており、
有馬図書館は、学校図書館支援センターとし
ての機能も有している。 
近隣市 広域利用協定 締結     
図書館法第 17 条    入館料等 徴収 
認められていない。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 中央図書館 海西 中央図書館 3,629 S59年度 済 2049年度

2 有馬図書館 南部 有馬図書館 933 H6年度 2024年度 2059年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 4,562 1.9%
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２ 現状や課題のまとめ 
中央図書館と有馬図書館の 2館    指定管理者   管理運営 行      
中央図書館が平成27年度                        現状     評価 検証 十分
 行    必要    
中央図書館       工事中 有馬図書館 利用 増     市全体   利用    
周辺 自治体 図書館 有         広域利用協定 締結  相互利用 認     
総合計画の施策として、学校の図書室を、図書館と連携して運営することが挙げられており、有馬図書館は、
学校図書館支援センターとしての機能も有している。 
図書館法     入館料等 徴収 認        

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 指定管理者導入 
検証 踏   民間活用   
方整理 

指定管理者制度導入     評価 検証 十分 行  図書館   
 民間活用のあり方    整理   

図書館サービスのあり方の検討 

中央図書館のリニューアル直後であり、当面は現状の形でサービスを継続
するが、学校図書館との連携も含めた図書館サービスのあり方について検
討する。 
市南部地域の文化教養拠点として有馬図書館の機能強化を目指し、サ
ービスの充実等について検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
指定管理者導入 検証 踏   民間活用   方 整理   
学校図書館との連携も含めた図書館サービスのあり方について検討し、市で保有する図
書館・図書室の整備方針（規模、数、配置等）を策定する。 
有馬図書館のサービス充実のため一体の建物である門沢橋コミセンとの多機能化につい
て検討する。 

中長期 
（20 年以内） 図書館 図書室 整備方針 沿  整備 更新 実施   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類５】 教育施設 
中分類 その他 
小分類 教育支援センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕  
子   教育 関  相談 指導 不登校等 関  各種支援事業 実施  施設    
かつては中央図書館内に併設されていたが、中央図書館のリニューアルに伴い平成 26年度 現地 設置   

老朽化 状況 建物は平成26 年度 新設    
法令上 扱 施設 設置    法令    規定    

（2）利用状況 

利用 実績

児童生徒   保護者 潜在的 対象者    年間 来館者数 約 2,000 人であ
る。 
相談室は 5室設置し、所管部署では 80％位 稼働     認識     
不登校 児童 生徒 教育支援教室（     ）  通室 曜日 時間 個々 
設定するため、平日は毎日開室している。 

今後 見込 年少人口 横    減少 見込    年々複雑化 多様化  相談内容 対  
迅速かつ組織的な対応が求められる。 

民間   代替 同等 民間施設    

（3）配置状況 （4）その他情報 
        行事（調理実習      
日） 他 公共施設 利用  実施   
る。 
未就学児 療育施設（   会館） 連携
しやすい場所にあることが望ましい（※現在は
隣接    ） 
利用  児童 生徒 不登校    等 問
題を抱えていることから、プライバシーへの配慮
が必要である。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 教育支援センター 海西 教育支援センター 433 H26年度 2044年度 2079年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 433 0.2%
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２ 現状や課題のまとめ 
子育  教育 関  相談対応 不登校 児童 生徒    教育支援教室等 開設     
かつては中央図書館内に設置されていたが、平成 26 年度 新  建物 整備  移転     
隣接     会館 実施     未就学児 療育  連携 図     

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 建物 新   隣接     会館 連携  業務 実施        
現地でサービスを継続する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
利用者 利便性      質向上     管理運営 在 方    検討   
検討結果を踏まえた取組を適宜実施する。 

中長期 
（20 年以内） 関連施策 利用状況 建物状態等 変化 応   適宜実行計画 検討   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類６】 文化・スポーツ施設 
中分類 スポーツ施設 
小分類 体育館、競技施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
海老名運動公園 北部公園  庭球場        人工芝 計 9面（6面、3面）である。 

老朽化 状況 30年以上経過  建物 運動公園野球場      
法令上 扱 スポーツ基本法で「施設整備等に努めなければならない」と規定されている。 

（2）利用状況 

利用 実績
稼働率     体育室 弓道場 50 60%であり、少ない柔道場、剣道場でも
40%以上となっている。 
付帯  会議室 稼働率 30％以下で、コミュニティ施設等の貸室と同等である。 

今後 見込 総人口は今後 10 年程度増加 見込   市民             施設 利用
しているとの回答は限られている。 

民間   代替 市内 民間 体育館    
民間               等 類似施設     料金負担 大     

（3）配置状況 （4）その他情報 
■総合体育館 
午前中 個人 夜間 団体   利用 多
  市外利用 3 割程度    
     整備          室    利
用者 一部 流    認識   利用者数
のデータには明確に表れていない。 
■北部公園体育館 
学校のプールを全廃しており、水泳の授業を 5
11 月の午前中に実施している。 

ビナスポ整備の影響は総合体育館と同様であ
る。 
■共通事項 
総合体育館 北部公園体育館 離     
両施設 中間      立地     
スポーツ施設、ビナレッジ、ビナスポは県の公共
施設予約     利用     
各種スポーツのルール改正で、既存の備品等
で対応できない場合もある。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 海老名運動公園・総合体育館 南部 海老名運動公園・総合体育館 9,466 平成元年度 2019年度 2054年度

2 海老名運動公園・屋内プール 南部 海老名運動公園・屋内プール 2,521 H2年度 2020年度 2055年度

3 海老名運動公園・野球場 南部 海老名運動公園・野球場 2,142 S57年度 2012年度 2047年度

4 海老名運動公園・陸上競技場 南部 海老名運動公園・陸上競技場 1,319 H3年度 2021年度 2056年度

5 北部公園・体育館 北部 北部公園・体育館 4,706 H12年度 2030年度 2065年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 20,154 8.5%
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２ 現状や課題のまとめ 
全般 一定 稼働率    建物    築30年 近  建物 複数   超    建物 一      
ら、大規模改修等を的確に実施していくことが必要である。 
運動公園 複数 建物 有     用途（競技 種類）    稼働率 差    
機能 類似       整備          室         利用者 一部 流出       体
育室           施設 位置   異    団体利用 認        特 影響    
市民利用      市外   利用 一定割合   
利用者登録 施設   行   予約 県      利用          登録     他自治体 
施設についても空き状況の把握や申し込み等ができる。 

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

[体育館等]継続利用 類似施
設との機能再編を検討 

全般 稼働率 高     当面 継続利用   
類似施設（屋内プール、ビナスポ、学校体育館等）も含めた機能全体と
   将来的 保有   施設量 見極   

[屋外運動施設]継続利用 広
域化含むあり方を検討 

陸上競技場 野球場 相対的 稼働率 低      周辺自治体  
連携による広域化も含め、サービス提供のあり方を検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

体育館等     類似施設  連携   空 時間 利用促進  既存施設 有効
活用を図る方策を検討し実施する。 
スポーツ施設の再編整備計画を策定し、屋内プールや体育館等について、保有すべき
施設量 見極  類似施設  機能再編方針 策定 実施  。 
運動公園屋内    民間施設 状況 考慮 更新   方向 検討   

中長期 
（20 年以内）

屋外競技施設     周辺自治体  連携    規模 機能 見直  図 可能
性を検討する 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類６】 文化スポーツ施設 
中分類 スポーツ施設 
小分類 グラウンド 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
中野公園は人工芝グラウンド、中野多目的広場は河川敷のグラウンド（サッカー場、ラグビー場の 2面） 

老朽化 状況 中野公園は人工芝のメンテナンスが必要である。（平成 28 年度公園管理棟建設） 
法令上 扱 スポーツ基本法で「施設整備等に努めなければならない」と規定されている。 

（2）利用状況 

利用 実績 平均利用者数   中野公園：3.7 万人/年 中野多目的広場：1.3 万人/年 
両施設   土日祝 稼働率 高  

今後 見込 総人口については、今後 10年程度 増加 見込     
民間   代替 市内 民間等 保有           

（3）配置状況 （4）その他情報 
■中野公園 
人工芝  市内        利用 多  
土日祝 午後 利用 多  平日午前 利
用は少ない。 
■中野多目的広場 
個人利用     団体利用      体
育協会 大会等 利用 土日祝 埋    
   平日 利用        
■共通事項 
    施設全体 一括   指定管理者制
度 導入      
中野多目的広場    利用料 徴収  
ておらず、現時点では徴収の予定もない。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 中野公園 南部 ※建物なし - - -

2 中野多目的広場 南部 ※建物なし - - -

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒
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２ 現状や課題のまとめ 
土日祝日 概 利用       平日 利用 限      
大規模改修 更新 発生     中野公園 人工芝     更新 含        必要    
平成２８年度 管理棟 整備 進     
中野多目的広場の拡張整備計画がある。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 稼働率向上 図 指定管理者 自主事業 充実等   利用者 発掘  利用者   
     誘導等   稼働率 向上 図  

    以外 利用 検討  利用 少  平日等      会場 未就学児 遊 場    開放
       以外 利用    検討   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
指定管理者  連携    自主事業 充実等   空  多 時間帯 利用者 発
掘     時 利用者       誘導  方策 検討 実施   
利用 少  平日等      会場 未就学児 遊 場    開放       
以外 利用    検討   

中長期 
（20 年以内） 関連施策 利用状況等 変化 応   適宜実行計画 検討   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類６】 文化・スポーツ施設 
中分類 スポーツ施設 
小分類 庭球場（２施設） 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
下今泉庭球場はクレー4面 今里庭球場 人工芝3面。 海老名運動公園 北部公園  人工芝 計9面
（6面、3面）があり、合計すると人工芝は全 12 面となる。 
施設管理  指定管理者制度 導入     

老朽化 状況 建物 小規模 管理棟程度    
法令上 扱 スポーツ基本法で「施設整備等に努めなければならない」と規定されている。 

（2）利用状況 

利用 実績 休日についてみれば、いずれの庭球場もほぼ 100％稼働している。ただし、下今泉庭球
場         利用 天候 左右     人気 無  稼働率 低       

今後 見込 総人口は今後10年程度増加 見込   市民          年1回以上 利用
経験者は 4.2％にとどまる。 

民間   代替 市内 民間               利用者 料金負担 大     

（3）配置状況 （4）その他情報 
■下今泉庭球場 
クレーコートで雨の影響を受けやすいため人気
が無く、平日は稼働が少ない。ただし、土日祝
については高稼働である。 
■今里庭球場 
人工芝で雨の影響を受けにくいため人気が高
  平日 含  利用 多 高稼働    
人工芝 今里庭球場      下今泉庭
球場   料金 高 設定     
人工芝の状態が悪く、張替えを検討している。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 下今泉庭球場 海西 下今泉庭球場・管理棟 61 S54年度 2009年度 2044年度

2 今里庭球場 南部 今里庭球場・管理棟 84 H19年度 2037年度 2072年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 145 0.1%
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２ 現状や課題のまとめ 
土日祝はほぼ 100%稼動している。 平日        人工芝    人気   稼働率 高     
     天候  左右     人気   稼働率 低  
稼働率 高   市民         利用       人 ４.2            市民全体    
 利用者 限      考     
現在 指定管理者 導入  管理運営 行          民間             貸 出  行
     市内  民間施設     公共施設 使用料 低額 設定      
建物 管理等  小規模     整備 維持管理 必要 額 大      人工芝    劣化 対
応して交換するなどメンテナンスが必要である。 

3 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 民間活用 拡大 
検討 

土日祝 利用   100％であり、当面は現状のコート数は維持する。 
有料施設 利用者 限        民間 役割拡大 検討   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
施設 運営権 付与     民間 役割 大幅 拡大        税金 投入 
縮減する方策を検討する。 
民間活用 拡大 関  検討結果 踏   適宜取組 具体化   

中長期 
（20 年以内） 民間活用 拡大 関  検討結果 踏   適宜取組 具体化   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類６】 文化スポーツ施設 
中分類 文化施設 
小分類 文化会館 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
文化会館は、大ホール、小ホール、120サロンの他、練習室・会議室等、計25の貸室を備えており、文化ホール
 中央公民館 集約  施設 位置      

老朽化 状況 大ホール棟は 36 年経過     建物本体 中心 耐震化等 改修 行      
電機 舞台等 機械設備 更新 今後必要    

法令上 扱 劇場 音楽堂等 活性化 関  法律   区域内 劇場 音楽堂等 積極的 活
用しつつ実施する役割を果たすよう努める」とされている。 
施設 整備        法令    規定    

（2）利用状況 

利用 実績

文化会館の主要施設である、大ホール、小ホール、120         稼働率 
80％以上 利用 多  他 貸室         使用時 控室    利用  
        練習 一体的 利用   場合 多  稼働率 高  
      施設等 同様  実習室（調理室 創造室） 会議室 稼働率 低  
平均入場者数（概算）：17.6 万人/年 3,000 人/週、480 人/日 

今後 見込 総人口については、今後 10年程度 増加 見込     
海老名駅西側 開発 人口 増    市民     増加     見込    

民間   代替 民間    使用料 高  市内  立地      

（3）配置状況 （4）その他情報 
小ホールは音響の評価が高く人気がある。 
市民       諸室利用  毎週 毎月
  定期的 利用 多  
楽器 練習  音 発生  利用 増   
るが、防音室が限られている。 
   等 利用 多  鏡       部屋 
不足     
駅  徒歩圏       利用       
る。 
調理室 利用 少    施設 避難所
（海老名駅滞留者 一時滞在所）   利
用するために必要である。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 文化会館(大ホール棟) 5,812 S55年度 済 2045年度

2 文化会館(小ホール棟) 3,388 H7年度 2025年度 2060年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 9,200 3.9%

文化会館 海西
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２ 現状や課題のまとめ 
大ホール棟は築 36 年  建物本体 中心 耐震化等 改修 行      電機 舞台等 機械設備 
更新 今後必要    
   等 稼働率 80%以上となっているほか、練習室、会議室等の諸室についても、控室等でホールと一
体的 利用       多       稼働率 高  
諸室                等 同様  音楽 利用   防音室    等    鏡   部屋 
稼働率 相対的 高  
公演等の内容によっては、市外からも集客があり、特に、小ホールは音響の評価が高く人気がある。 
周辺自治体も同様の文化ホールを有している。 
海老名駅 徒歩圏  市内  大型 公共施設   中央図書館 総合福祉会館 隣接     

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 広域化 含 施設
のあり方検討 

諸室 含  稼働率 一定 水準       継続利用   
周辺の自治体との連携による広域化も含め、施設のあり方を検討する。 

民間活用 拡大    検討 現状 指定管理者制度 導入     利用者 市          
民間活用拡大 取組    検討   

隣接  大規模施設  連携
   効率化 推進

隣接  文化会館 中央図書館 総合福祉会館 連携   管理運営
コストの削減を、今以上に推進する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（機械設備 更新等 含  ） 実施   
隣接  文化会館 中央図書館 総合福祉会館 連携    新  管理運営   
の削減方策を検討する。 
利用者 市          民間活用拡大 取組    検討   
周辺自治体  連携   広域化 視野 入  規模 機能 見直  図 可能性 
検討する。 
各種検討を踏まえた取組について適宜実施する。 

中長期 
（20 年以内）

施設 魅力向上     複合化   方    検討   
各種検討を踏まえた取組について適宜実施する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類６】 文化スポーツ施設 
中分類 文化施設 
小分類 市民     

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
市民       第 1 展示室、第 2展示室からなる。 
旧庁舎の用地の一部で、売却時の契約に沿って区分所有権を設定して整備された施設である。 

老朽化 状況 建物は 20 年経過     
法令上 扱 施設 整備     法令    規定    

（2）利用状況 

利用 実績
面積 小  料金 安 第 2 展示室 稼働率 高       （1 日 1 コマ換算で、
第 1展示室：41%、第２展示室：58%）。 
平均入場者数：2.9 万人/年 560 人/週、80人/日 

今後 見込 総人口については、今後 10年程度 増加 見込     
民間   代替 民間       展示施設    使用料 高    

（3）配置状況 （4）その他情報 
駅        良   利用者 入 替 
  少   集客力   展示 行     
いため来場者は少ない。 
展示物等 搬入  際 駐車     無  
大型の展示物が搬入しにくい。 
稼働時しか電気や水道を使用しないが、区分
所有        面積見合  管理費 負
担しており、実質よりも割高になっている。 
文化会館 一体 指定管理者制度 適用 
     場所 離      管理    
い。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 市民ギャラリー 国分 市民ギャラリー 700 H7年度 2025年度 2060年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 700 0.3%
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２ 現状や課題のまとめ 
駅        良   利用者 入 替   少   集客力   展示 行        来場者 
少ない。 
展示やイベントは、本庁舎のロビーやビナレッジのフリースペース・ホール等でも実施されている。 
施設の稼働時しか電気や水道を使用しないが、ホテルやオフィスと一体的に整備された建物の一部を区分所
有     面積見合  管理費 負担         実質   割高       

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

廃止（用途変更） 
一定 利用 有   集客        少   来場者 多     
から、文化施設の一つとしてのギャラリーの位置づけやあり方について検討す
る。 

既存建物の有効活用 
現在のギャラリーは、旧庁舎の用地活用を発端として整備された経緯があ
ることから、あり方検討に際しては、現地での存続にこだわらず、現在の建
物を有効活用することも検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

ギャラリーの位置づけや今後のあり方について検討する。 
現在の建物の他用途への転用や処分等による有効活用について検討する。 
各種検討を踏まえた取組を実施し廃止する。 

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 保健医療施設 
小分類 医療    

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
医師会 指定管理者   運営  休日 夜間 急患診療所（内科） 設置        医師会 自主
事業として運営している検査センター、包括支援センター、訪問看護ステーション等も設置されている。 
平成 23 年 東日本大震災以降  災害時医療            機能 付加   広域災害時 海老
名市医師会が市内 3病院 協力  医療活動 行 拠点施設   位置        

老朽化 状況 建設から 20 年   平成 24 年度 大規模改修 実施     
法令上 扱 医療法 基   神奈川県  初期救急医療（一次救急） 市町村単位 実施 

ている。 

（2）利用状況 

利用 実績

急患診療所（内科） 受診者数（平成 26 年度） 
・・・平日夜間：4.7人/日、休日昼間：29.0 人/日、休日夜間：8.5 人/日 

急患診療所 年間 通  平均的 稼働               感染症流行期
については、1日平均 200人前後の受診がある場合もある。 

今後 見込 総人口については、今後 10年程度 増加 見込     

民間   代替 市町村の 1 次救急体制      在宅当番医制度  対応     考      
全国的     急患診療所  設置 対応  自治体 増加傾向    

（3）配置状況 （4）その他情報 
東日本大震災 受   災害医療      
センター」の機能を付加したため、平成 24 年
度 大規模改修時 非常用電源設備 設置
した。 
小児 急患診療室 座間市 綾瀬市 共同
で座間市内に設置している。 
耳鼻科 急患診療 当番医制 対応   
る。 
急患診療室 医療法人 委託     可能
    災害医療              位
置づけている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 医療センター 海西 医療センター 1,399 H7年度 2025年度 2060年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,399 0.6%
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２ 現状や課題のまとめ 
急患診療所（内科） 平日夜間 休日 100％開設  一定数 利用                
感染症流行期      1 日平均 200 人前後の受診がある場合もある。 
急患診療所（内科） 設置        指定管理者   医師会 自主事業   運営    検査
センター、包括支援センター、訪問看護ステーション等も設置された複合施設となっている。 
東日本大震災 受   災害時医療            機能 付加   広域災害時 海老名市医師
会が市内 3病院 協力  医療活動 行 拠点施設   位置        
建物は築 20 年      災害時医療            位置付  際 大規模改修 行  非常用
電源設備 設置 行     
 災害時医療              市内 3病院  協力 行         期待    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 
医師会  連携    急患診療所 設置            大規
模災害時 医療活動 拠点    位置付       建物 築20年
 大  問題       継続利用   

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内） 適切 維持管理 実施   

中長期 
（20 年以内） 関連施策 利用状況 建物状態等 変化 応  実行計画 検討   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 保健医療施設 
小分類 保健相談センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
母子及 成人 健康 関  各種相談対応 行    市 実施  各種検診 予防接種 会場     
「健康づくり課」の事務所も設置されている。 

老朽化 状況 建物は 24 年経過     今後 大規模改修 必要性 高      
法令上 扱 地域保健法第 18 条で、「市町村は、市町村保健センターを設置することができる」とさ

れている。 

（2）利用状況 

利用 実績 年間利用者 6 万人を超えている。 
月の 3 分の 2      市 実施  各種検診 予防接種 利用      

今後 見込 

今後 総人口 増加 見込        高齢化 進行   健康相談 増加  
可能性もある。 
市が直接実施する各種検診や予防接種のメニューは、国の政策によって変化する可能
性がある。 

民間   代替 健康相談 医療相談      民間病院 実施    場合    

（3）配置状況 （4）その他情報 
各種検診や予防接種を、他施設の会議室等
 利用  実施         対象者  
周知や会場施設との調整が難しかったことか
ら、決まった会場を確保できるメリットは大きい。 
各種検診や予防接種を休日に実施したことも
あるが受診者は少なく、土日祝日にサービスを
提供する必要性は低い。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 保健相談センター 海西 保健相談センター 3,249 H3年度 2021年度 2056年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 3,249 1.4%
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２ 現状や課題のまとめ 
母子及 成人 健康 関  各種相談対応 行    市 実施  各種検診 予防接種 会場   
利用      月 3 分の 2 ぐらいは何らかの検診等が実施されている。 
過去  各種検診 予防接種  他施設 会議室等 利用  実施         対象者  周知 
会場施設との調整が難しかったことから、決まった会場を確保できるメリットは大きい。 
各種検診等 使用  部屋 多目的 利用可能   貸室    市民開放 行      
隣接      会館  貸室 設置      休日夜間  利用可能    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 
保健相談だけではなく、市で実施する各種検診や予防接種などの会場と
   利用 多  公衆衛生 関  市 事業 効果的 実施     
拠点   継続利用    

空き時間の有効活用 各種検診等に使用する部屋の空き時間を、他の目的や用途での使用も
含めて、有効活用する方策を検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含  ） 実施   
定期健診等に使用する部屋の空き時間を有効活用する方策を検討する。 
検討結果を踏まえた取組を実施する。 

中長期 
（20 年以内） 検討結果を踏まえた取組を実施する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 子育て支援施設 
小分類 保育園（６施設） 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
公立園 6 施設    民間園 14 施設あり、平成 28 年度 定員  公立：650 人 民間：1,130 人の
合計 1,780 人となっている。 
上河内保育園  元々民間 保育園      事業者 撤退 伴 建物 譲渡 受  平成 27 年度  
公立園   運営      

老朽化 状況 耐震改修が必要とされた下今泉保育園、門沢橋保育園において耐震補強工事を実施
している。 

法令上 扱 児童福祉法第７条に「児童福祉施設」の一つと定められ、同法第 35条の 3 において、
市町村は都道府県に届け出て児童福祉施設を設置できるとされている。 
子ども・子育て支援法第 3条      多様 施設又 事業者   良質  適切 
教育及 保育  他 子   子育 支援 総合的  効率的 提供        
提供体制を確保すること」等に責務を有すると定められている。 

（2）利用状況 
利用 実績 定員数は平成 26年度 1,510 人から増加しているが、待機児童は解消していない。 

今後 見込 

総人口は今後10年程度増加 見込         年少人口      横   
 減少 転   想定       海老名駅西口周辺 開発      地域   増
減の差があると考えられる。 
建物 老朽化 懸念   保育園 中  下今泉保育園     周辺 人口増 
伴う保育需要の増加が想定されることから、建替えにより定員増を図るとともに、指定管
理者制度 導入  方針    

民間   代替 認可保育園  設置者 関   保護者 利用条件 同等    

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 柏ケ谷保育園（本館） 584 H4年度 2022年度 2057年度

2 （柏ケ谷コミュニティセンター内） 119 S61年度 2016年度 2051年度

3 下今泉保育園 海西 下今泉保育園 326 S47年度 済 2037年度

4 中新田保育園（本館） 543 H10年度 2028年度 2063年度

5 中新田保育園（増築棟） 244 H23年度 2041年度 2076年度

6 中新田保育園（増築棟②） 51 H26年度 2044年度 2079年度

7 中新田保育園（増築棟③） 252 H27年度 2045年度 2080年度

8 勝瀬保育園 国分 勝瀬保育園 434 S52年度 2007年度 2042年度

9 門沢橋保育園 南部 門沢橋保育園 328 S46年度 済 2036年度

10 上河内保育園 南部 上河内保育園 685 H元年 2018年度 2053年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 3,566 1.5%

柏ケ谷保育園 東柏ケ谷

中新田保育園 海西
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（3）配置状況 （4）その他情報 
民間保育園 動向 踏   公立保育園 
需給調整の役割を果たす方針を持っている。 
中新田保育園は、増築により定員を増やして
おり、市の中心部に近いことから入所希望者も
多い。 
柏ケ谷保育園は、ニーズの増加に対応するた
 増築     隣接  柏 谷       
    一部 保育室   利用     
敷地を借用して設置している園がある（下今
泉、中新田）。 
施設警備 清掃   日常管理  保育園
全体 一括発注 長期継続契約      
コスト縮減を図っている。 
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２ 現状や課題のまとめ 
認可保育所      設置者 市 民間          共通 制度 下 入所者 選定 保育料
 算定 行      保護者    利用条件 同等    
公立園 民間園 合  総定員数 増加      待機児童 解消      
施設 整備       調理室 設置 園庭 確保   設置条件 満  必要    
上河内保育園  元々民間 保育園      事業者 撤退 伴 建物 譲渡 受  平成27年度 
 公立園   運営      
下今泉保育園      指定管理者制度 導入  方針    
将来的 少子化 進行  場合 民間園     提供 続  意向    公立園 廃止     公
立園 需給 調整弁 役割 果     想定     

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
民間活用 拡大（公立園  
る需給調整） 

民間事業者       提供 基本       公立 園 調整弁機
能を果たしていく。 

更新時 地域 拠点施設  
集約・複合化を検討 

市民 利便性向上       活性化    建物 更新 合   必
要          学校 民間 含 地域    拠点的 施設  
集約・複合化を図ることを検討する。 

   減少 見込  建物整
備 

長期的  児童数 減少 転   見込        改修  老朽化
 対応  更新 行 際   転用 図     工夫  整備   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含  ） 実施   
下今泉保育園     一定 保育需要 見込        建替  行  指定
管理者制度 導入   
公立保育園     保育需要 見極      民間事業者 動向 踏   存続
の必要性を検討し、その結果を踏まえた上で調整弁機能を果たすための対応を図る。 
存続   園      学校 民間 含 地域    拠点的 施設  集約 複
合化についても検討する。 

中長期 
（20 年以内）

存続   園      学校 民間 含 地域    拠点的 施設  集約 複
合化についても検討する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 子育て支援施設 
小分類 子育て支援センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
子   遊 場  親同士 交流 場 提供  施設    保健相談     建物内 併設      
子育 中 親子 集               広場   年齢別        子育  関   相談事業  
「病後児保育」、「ファミリー・サポート・センター」が主なサービスとなっている。 

老朽化 状況 建物は 24 年経過     今後 大規模改修 必要性 高      
法令上 扱 児童福祉法第 6条の 3 における「地域子育て支援拠点事業」に該当する。 

同法第21条の9 において、事業が着実に実施されるよう、必要な措置の実施に努めな
ければならないとされている。 

（2）利用状況 
利用 実績 利用者総数 約 3万 9千人で、1 日あたりに換算すると 131 人/日となっている。 

今後 見込 年少人口 横    減少 転     見込         減少幅 小   想定
されている。 

民間   代替 子育  関  相談事業  民間保育園  実施     

（3）配置状況 （4）その他情報 
保健相談センターとの複合施設だが、保健相
談センターが閉館している土曜日にも子育て支
援センターは開館している。 
各地区のコミュニティセンター等で、子育て中の
親子が集う場を提供する「移動サロン」を開催
している。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 子育て支援センター 海西 （保健相談センター内） 145 H3年度 2021年度 2056年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 145 0.1%
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２ 現状や課題のまとめ 
保健相談    内       利用   子育 中 親子 集               広場   年齢
別サロン」のほか、「病後児保育」、「ファミリー・サポート・       特徴 異  複数      提供  
いる。 
子育て支援センターは 1 カ所のみだが、各地区のコミュニティセンター等で、子育て中の親子が集う場を提供す
る「移動サロン」を開催している。 
子育て相談は、市内の保育園でも対応している。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 総合戦略 踏     子育 支援 重要 施策    現状 施設 
継続利用   

サービスメニューごとに取扱を検
討 

「広場事業」や「ファミリー・サポート・センター事業」、「相談対応」など特徴
 異  複数      提供         利用者 利便性    
  質 高     観点 立  民間施設等  移転 含       
支援センター自体の運営のあり方について検討する。 
          等 実施     移動     拡大  中  利用者
 声 聴    各地域 需要 見極  子育 支援     地域版
について設置を検討する。 

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内）
            利用者 利便性      質向上につながる、施設の配置や
管理運営   方    検討       子育 支援     地域版 設置   

中長期 
（20 年以内） 各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 障害者福祉施設 
小分類 障害者デイサービスセンター（3 カ所）、 

わかば学園、わかばケアセンター、わかば会館 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
障害者デイサービスセンター ⇒ 障  者 自立生活 向  支援 行 施設  施設   対象   障害 

種類 異   
わかば会館 ⇒ 福祉関係団体 対象   貸室    重度障  者向  通所    （入浴 訓練等）

を提供している。 
わかば学園 ⇒ 障     未就学 子   対象  生活基本訓練 行 施設     会館 建物内 

併設されている。 
わかばケアセンター ⇒ 身体障がい者や知的障がい者の生活介護を目的とする施設で、わかば会館の建物内

に併設されている。 

老朽化 状況 わかば会館（わかば学園、わかばケアセンター含む）は 25 年経過           
ル工事を実施済みである。 
障害者第三デイサービスセンター（あきば）は 25 年経過       入所者 増  
手狭    国 制度変更 対応      提供 難            隣接地 
の建替えを実施している。 

法令上 扱 障害者基本法第6条   障害者 自立及 社会参加 支援等    施策 総合
的かつ計画的に実施する責務を有する」とされている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1
障害者第三デイサービスセンター
（あきば）

北部 障害者第三デイサービスセンター（あきば） 580 H5年度 2023年度 2058年度

2
障害者第二デイサービスセンター
（かっぱ堂）

国分 障害者第二デイサービスセンター（かっぱ堂） 575 H22年度 2040年度 2075年度

3
障害者第一デイサービスセンター
（レインボードリーム）

南部
障害者第一デイサービスセンター
（レインボードリーム）

538 H22年度 2040年度 2075年度

4 わかば会館 海西 わかば会館 1,218 H2年度 済 2055年度

5 わかば学園（わかば会館内） 海西 （わかば会館内） 902 H2年度 済 2055年度

6 わかばケアセンター（わかば会館内） 海西 （わかば会館内） 1,010 H2年度 済 2055年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 4,823 2.0%
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（2）利用状況 

利用 実績

認定対象   障害 難病 増       対象者 増加傾向    定員 利用
可能数 対  充足率  概 90% 100%超となっている。 
障害者第三          （   ） 利用希望者 多  全希望者 受 入 
できていない状況である。 

今後 見込 

障害者第三デイサービスセンター（あきば）は、増加したサービスメニューに対し施設の面
積 不足         建替    施設規模 拡大   
中新田に県の特別支援学校（小中高）が設置されたため、市外から転入する生徒が
増え、対象者の増大につながる可能性がある。 

民間   代替

        民間施設 対応          提供      代替 考   
い。 
民間 施設     参入       偏       重度 障  者向     
  行政 担    民間  役割分担 必要 考     

（3）配置状況 （4）その他情報 
国 制度変更 伴  施設 提供     
      見直  必要      多  
提供     一律     各自治体 状
況に合わせて選択する。 
制度上 他自治体 施設 利用可能   
対象者が増加している状況は同様であり、受
け入れ余地は限られている。 
障害の種類によっては、静かな環境や畑等の
作業所が必要など、場所の制約が大きい施設
もある。 
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２ 現状や課題のまとめ 
認定対象   障害 難病 増       対象者 増加傾向    定員 利用可能数 対  充足
率  概 90% 100%超となっている。 
施設 提供       全国一律     各自治体 状況 合   選択     
国 制度変更 伴  施設 提供           見直  必要      多  
中新田に県の特別支援学校（小中高）が設置されたため、市外から転入する生徒が増え、対象者の増大
につながる可能性がある。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 
対象者は増加傾向にあり、市がサービスを提供する必要性も高いことから、
国 制度改定 的確 対応    必要         提供 継続 
る。 

決定済  施設更新 民間活
用で実施 

障害者第三デイサービスセンター（あきば）については、公設による建て替
  実施  運営      指定管理者制度 導入  予定    

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
障害者第三          （   ）      隣接地 建替  行  運営 
     指定管理者制度 導入   
国 制度 市 関連施策 利用状況 建物状態等 変化 応  計画 検討   

中長期 
（20 年以内） 国 制度 市 関連施策 利用状況 建物状態等 変化 応  計画 検討   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 高齢者福祉施設 
小分類 国分寺台ケアセンター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
高齢者を対象とするデイサービスを提供する施設である。 

老朽化 状況 国分寺台文化センター内に設置されており、建設から 20 年 満    
法令上 扱 介護保険法第 5 条の 3      可能 限  住 慣  地域   有  能力 応

 自立  日常生活 営          関連  施策等 包括的 推進    努
めなければならないとされている。 

（2）利用状況 

利用 実績
登録者は約 65 人  利用者 15人/日程度       
海老名市内    介護保険制度 沿  福祉      本施設以外 全 民間
事業者が提供している。 

今後 見込 高齢化 進行  対象者 増加 続  見込              拡充 必要 
ある。 

民間   代替 介護保険制度 沿  福祉      提供者 関   利用者 負担 同等  
る。 

（3）配置状況 （4）その他情報 
特別養護老人    入所待      利
用者 多    入所   場合 利用減 
なっている。 
開設当初   民間       事業所 
増       行政 民間 提供     
サービス提供に転換する方針である。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 国分寺台ケアセンター 大谷 （国分寺台文化センター内） 642 H10年度 2028年度 2063年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 642 0.3%
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２ 現状や課題のまとめ 
整備当時 地域 福祉施設 少      現在          提供  民間事業者 増     
海老名市内    介護保険制度 沿  福祉      本施設以外 全 民間事業者 提供   
る。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

廃止（民間施設   代替）
施設周辺  民間      提供     市 施設       提
供          少   民間事業者   代替 可能       
廃止とする。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

現状      民間施設   代替     廃止   
国分寺台ケアセンターは国分寺台文化センター内に設置されており、廃止後の空きスペ
ースの一体活用を検討する。 

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 高齢者福祉施設 
小分類 総合福祉会館 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
高齢者団体や福祉団体を対象とした貸室サービスを提供する施設である。 

老朽化 状況 建物は 33 年経過            工事 実施済     
法令上 扱 貸室 整備    法令 規定    

（2）利用状況 

利用 実績

平成 23 年度       工事後 年間 5 万人程度   利用者 年々増加  平
成 26年度  6 万 7 千人となっている。 
利用者 福祉関係 登録団体    個人   利用    
日中 稼働率 50 60％程度   高齢者 主婦 主 利用者        夜
間はほとんど使われていない。 
利用 内訳     会議室   広 多目的 利用   娯楽室 利用者 多  

今後 見込 今後 総人口 増加 見込        65 歳以上人口     増加   見込
まれている。 

民間   代替 民間 貸室     料金負担 大     

（3）配置状況 （4）その他情報 
災害時には、通常の避難所での団体生活が
難しい高齢者を受け入れる福祉避難所と位
置づけられている。 
警備 清掃等 業務委託  隣接  文化
会館と同事業者に発注することによりコスト縮
減を図っている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 総合福祉会館 海西 総合福祉会館 1,677 S57年度 済 2047年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,677 0.7%
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２ 現状や課題のまとめ 
高齢者団体 福祉団体 拠点施設    利用者 登録団体    個人   利用    
日中 稼働率 50 60％程度   高齢者 主婦 主 利用者        夜間     使   
いない。 
利用 内訳     会議室   広 多目的 利用   娯楽室 利用者 多            等 
貸室と同様の傾向がみられる。 
建物は築 33年         工事 実施済     
平成 23 年度       工事後 年間 5 万人程度   利用者 回復        年々増加  平
成 26年度  6 万 7 千人となっている。 
災害時には、通常の避難所での団体生活が難しい高齢者を受け入れる福祉避難所と位置づけられている。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 高齢者の健康増進や教養向上のための施設であり、福祉避難所としての
位置         継続利用    

隣接  大規模施設  連携
   効率化 推進

隣接  文化会館 中央図書館 総合福祉会館 連携   管理運営
コストの削減を、今以上に推進する。 

稼働率向上 図 主 利用者 高齢者団体 福祉団体    夜間 利用      
  稼働率 50%程度       改善 取 組 必要    

一定規模 更新 類似施設 
機能を一部集約 

福祉避難所   一定規模 確保  必要        更新 際  
  設置目的 異    機能 類似  施設（            
ナレッジ、文化会館等）の機能の一部集約を図る。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
隣接  文化会館 中央図書館 総合福祉会館 連携    新  管理運営   
の削減方策を検討する。 
稼働率 向上   方策 検討   
各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

中長期 
（20 年以内）

各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 
更新時 機能集約     類似施設 状況 踏   方針 検討 実施   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類７】 保健医療福祉施設 
中分類 高齢者福祉施設 
小分類 高齢者生きがい会館 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
2 階建てで、1 階がシルバー人材センターの事務所、2 階が高齢者団体を対象とした貸室（２室）となってい
る。 

老朽化 状況 建物は 9年経過     
法令上 扱 貸室 整備    法令 規定    

（2）利用状況 

利用 実績
平均利用者数 年間 5,800 人、1 日あたり約 16人となっている。 
利用者 周辺地域 高齢者団体 多  
午前中や 15時   利用 多  夜間 利用        

今後 見込 高齢化 進行  対象者 増加 続  見込    
民間   代替 民間 貸室     利用料 高    

（3）配置状況 （4）その他情報 
２階の会議室（貸室）は、高齢者向けの趣
味の講座や、講座受講後のサークル活動の場
   利用      
現在     施設利用料 無料     
る。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 高齢者生きがい会館 南部 高齢者生きがい会館 515 H18年度 2036年度 2071年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 515 0.2%
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２ 現状や課題のまとめ 
シルバー人材センターの事務所と貸室からなる施設である。 
貸室 利用者 周辺地域 高齢者団体 多  夜間 利用     無  
今後 高齢者 数 増加 見込      就労支援 生           高   想定    
貸室については、他の公共施設でも提供されている。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用（施設 使 方 
見直 ）

１階     人材     事務所   利用      2 階会議室
 利用 含  高齢者 社会参加 就労支援 促進  施設    施
設 使 方 検討    継続利用   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
高齢者の社会参加や就労支援を促進する施設としての機能を十分に発揮できるよう、
施設 使 方    見直  図  
各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

中長期 
（20 年以内） 各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類８】 産業振興施設 
中分類 農業振興施設 
小分類 ライスセンター、南部農業拠点施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
       ：土地 建物 海老名市 保有  海老名市中部営農組合 土地建物使用貸借契約 締結
  組合事業   米 乾燥 農機具 共同利用等 行     
南部農業拠点施設：米穀の乾燥・調製用の施設であり、乾燥機 4 台と籾摺機 1 台を設置するほか、貸出用
の農機具（コンバイン、トラクター等）も配置している。 

老朽化 状況 ライスセンターは 29年経過     大規模改修 必要性 高      
南部農業拠点施設は、築 4年 新  施設    

法令上 扱 都市農業基本法第 11 条   農産物 生産 必要 施設 整備  （中略）  
の他の必要な施策を講ずるものとする」と規定されている。 

（2）利用状況 

利用 実績

         海老名市中部営農組合 運営     
南部農業拠点施設は、個人の農家を対象とする市直営の施設で、乾燥機の稼働はコ
  収穫期 約１ 月程度    ［乾燥機 稼働実績（平成27年度）：稼働日
数 26日、稼働回数 61 回 稼働率 50％］ 

今後 見込    作付面積 生産量 横   推移     
民間   代替 乾燥機を保有する農家が、乾燥業務を受託している場合もある。 

（3）配置状況 （4）その他情報 
■共通事項 
農業拠点づくりや農地保全を施策として推進
している。 
個人農家で乾燥機を保有し運転することは難
しい（費用面、騒音やホコリ等の環境面）。 
高齢化した農家から委託を受け、大規模に耕
作するケースが増えており、一人あたりの生産
量 増     
総合計画     新  北部農業拠点施
設を整備する方針が示されている。 
■ライスセンター 
当初は大谷地域のみを対象としていたが、現
在は市全域を対象として事業を実施している。 
■南部農業拠点施設 
燃料費等          回収   額 
利用料金   設定     

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 ライスセンター 大谷 ライスセンター 282 S62年度 2017年度 2052年度

2 南部農業拠点施設 南部 南部農業拠点施設 238 H24年度 2042年度 2077年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 520 0.2%
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２ 現状や課題のまとめ 
両施設の事業内容は同様だが、ライスセンターは組合運営、南部農業拠点施設は直営である。 
乾燥機 稼働    収穫期 約１ 月程度 限    
農業拠点    農地保全 市 施策   推進     総合計画     新  北部農業拠点施設 
整備する方針が示されている。 
南部農業拠点施設   燃料費等          回収   額 利用料金   設定     
農家が個人で乾燥機等の機械設備を保有する負担は大きいが、乾燥機を保有する農家が、乾燥業務を受
託している場合もある。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

受益者主体による施設整備・
運営 

都市農業 振興 図    農家 共同利用   乾燥施設 存続  
るが、現状のライスセンターと同様に受益者主体で整備、運営することを原
則とする。 
整備 方針 示     北部農業拠点施設      同様 方針 
検討を進める。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

南部農業拠点施設の整備及び運営について、受益者の関与を拡大する方策を検討す
る。 
北部農業拠点施設 整備  必要性 事業手法    検討   
各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

中長期 
（20 年以内） 各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類９】 環境施設 
中分類 環境施設 
小分類 リサイクルプラザ 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
      関  啓発活動    粗大   再生 再生品 販売 行 施設    

老朽化 状況 建物は 14 年経過     
法令上 扱 廃棄物処理法第6条の2      一般廃棄物処理計画 従  ､区域内 一般廃

棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し､運搬し､処分しなければならな
い」とされている。 

（2）利用状況 
利用 実績 利用者 年間 1.9 万人、１日あたり 53 人となっている。 
今後 見込 総人口について今後 10年程度 増加 見込     
民間   代替 粗大   再生販売  民間業者 行     

（3）配置状況 （4）その他情報 
      実施 再生品 販売     民
間 事業   成立     施設   方 
見直 必要    
資源化     隣接     粗大   分
別時に発生する資源物を搬入しやすいことから
効率的 作業    
指定管理者制度 適用        効率
的な運営を図るため、直営に戻している。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 リサイクルプラザ 大谷 リサイクルプラザ 539 H13年度 2031年度 2066年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 539 0.2%
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２ 現状や課題のまとめ 
リサイクルに関する啓発に関しては概ね目的を果たしている。 
民間事業者 活用 検討  余地    
粗大   搬入  資源物及 再生品 搬出      出入      立地     配慮 必要  
る。 
築 14 年  現時点  老朽化等 問題    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
廃止（     事業 民間活
用） 

リサイクル事業     民間活力 積極的 活用  実施       
検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

     事業 民間活用   継続      施設 検討             
は廃止する。 
リサイクルプラザの敷地・建物は、資源化センターの機能拡張に活用する。 

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －
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【分類９】 環境施設 
中分類 環境施設 
小分類 資源化センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
市 回収  不燃物、資源物 中間処理施設    
不燃物、資源物 回収業務 民間 委託     

老朽化 状況 建物は 13 14 年経過     
法令上 扱 廃棄物処理法第6条の2      一般廃棄物処理計画 従  ､区域内 一般廃

棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し､運搬し､処分しなければならな
い」とされている。 

（2）利用状況 

利用 実績

日曜 年末年始 除 稼働     
鉄類・びん類は減少し、アルミ類・ペットボトルは増加、容器包装プラスチックは横ばいの
状況である。 
       排出量 施設 処理能力 超     設備 更新 拡大 必要  
る。 
       処理能力 上回 分  外部 委託  処理 行     

今後 見込 総人口について今後 10年程度 増加 見込     
民間   代替 民間 中間処理業者 存在     

（3）配置状況 （4）その他情報 
可燃物の焼却は広域組合で対応しているが、
不燃物 資源物 中間処理 自治体   
実施している。 
民間 処理施設     現状       
 処理量  他 施設 吸収     困難
である。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 資源化センター（工場棟1） 697 H13年度 2031年度 2066年度

2 資源化センター（工場棟2） 233 H13年度 2031年度 2066年度

3 資源化センター（不燃物分別処理作業棟） 162 H14年度 2032年度 2067年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,092 0.5%

資源化センター 大谷
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２ 現状や課題のまとめ 
可燃物 焼却 広域組合 対応      不燃物、可燃物 中間処理 自治体   実施     
不燃物 資源物 種類     排出量変化 傾向 異   
排出   不燃物 資源物 量 賄  民間 中間処理施設     資源化     必要 施設  
る。 
       排出量 施設 処理能力 超     設備 更新 拡大 必要    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 民間業者  連携
   処理能力 確保

資源物 種類   排出量変化 傾向  民間業者及 市 有  処
理能力 踏   安定的 処理能力 低    確保   

広域組合  移行    検
討 

長期的   広域化   綾瀬市 座間市  役割分担 処理事業 
組合  移行の可能性についても検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
処理能力 拡大 作業環境 改善    大規模改修工事 実施   
焼却場 同様  綾瀬市 座間市  広域組合   処理  移行    検討   
リサイクルプラザの敷地・建物は、資源化センターの機能拡張に活用する。 

中長期 
（20 年以内）

民間事業者 動向 踏   市  役割分担 整理  市 保有  施設等    
化を図る方策を検討する。 
各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

超長期 
（40 年前後） 大規模改修 更新 検討   
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【分類９】 環境施設 
中分類 環境施設 
小分類 美化センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
直営 行    可燃  収集 運搬 車両基地     尿 収集 運搬 処理 行     

老朽化 状況 車庫 36年経過     大規模改修等 必要       
法令上 扱 廃棄物処理法第6条の2      一般廃棄物処理計画 従  ､区域内 一般廃

棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し､運搬し､処分しなければならな
い」とされている。 

（2）利用状況 

利用 実績 年末年始 除 稼働     
可燃物 減量化     水洗化 伴  収集 運搬量 徐々 減少     

今後 見込 資源物 収集 民間業者 委託     可燃物     民間業者 対応  可能
性を検討する。 

民間   代替 民間 回収業者    可燃物以外 収集 民間事業者 委託      

（3）配置状況 （4）その他情報 
可燃物 減量化 進        集積所
の増加により、収集にかかる時間が増加してお
  収集車両 台数及 収集人員数 横 
いとなっている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 美化センター 728 H11年度 2029年度 2064年度

2 美化センター車庫（塵芥車・し尿車） 665 S54年度 2009年度 2044年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 1,393 0.6%

南部美化センター
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２ 現状や課題のまとめ 
可燃物 回収      市 車両 人員 保有  直営 実施     
不燃物や資源物、粗大   回収  民間事業者 委託     
  集積所 増加    収集    時間 増加     収集車両 台数及 収集人員数 横    
っている。 
可燃物の焼却は広域組合で対応しているが、収集や運搬は自治体ごとに実施している。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 可燃物の収集体制が直営であることから、当面は現状の施設を維持し継
続利用   

廃棄物収集体制のあり方検討 可燃物 含 廃棄物全体 収集体制     民間活用 拡大 広域
化など多様な可能性を検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含 ） 実施   
可燃物 含 廃棄物全体 収集体制     民間活用 拡大 広域化  多様 
可能性を検討する。 
各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

中長期 
（20 年以内） 各検討結果を踏まえた方策を適宜実施する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類 10】 市営住宅 
中分類 市営住宅 
小分類 直営（3施設）、借上げ（4施設） 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
老朽化 進     杉久保住宅  廃止  新   上河内住宅（35 戸）  整備  現在 直営：65 戸
（8戸 22戸 35 戸） 借上 ：52戸（18 戸 12 戸 10 戸 12 戸）  全 117 戸 供給     

老朽化 状況 最 古 国分住宅 22 年経過     
法令上 扱 公営住宅法第 3 条   低額所得者 住宅不足 緩和    必要    認   

   公営住宅 供給 行            規定      

（2）利用状況 

利用 実績 退去による一時的な空き室はあるが、ほぼ満室の状況である。 
空 室 出   募集戸数 上回 応募   抽選    

今後 見込 今後 住宅 困窮    低所得者    公営住宅 対  需要 見込    
民間   代替 民間   住宅供給     家賃 高    

（3）配置状況 （4）その他情報 
子育て世帯を対象とした募集枠もあり、入居
者の多様性は高い。 
平成 22 年度以降 ５年間 期限付 入居
   更新審査 確実 行     
借上げ型は、必要な場所に土地の取得なしに
住宅 配置              

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 中新田住宅(A棟) 243 H9年度 2027年度 2062年度

2 中新田住宅(B棟) 243 H9年度 2027年度 2062年度

3 国分北三丁目住宅(A棟) 742 H5年度 2023年度 2058年度

4 国分北三丁目住宅(B棟) 886 H5年度 2023年度 2058年度

5 上河内住宅 南部 上河内住宅 2,070 H27年度 2045年度 2080年度

6 プランドールかしわ台 北部 プランドールかしわ台 691 H23年度 2041年度 2076年度

7 ルーミナス海老名 海西 ルーミナス海老名 1,246 H19年度 2037年度 2072年度

8 パーシモンガーデン 国分 パーシモンガーデン 642 H21年度 2039年度 2074年度

9 ニューフローラ 南部 ニューフローラ 608 H23年度 2041年度 2076年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 7,371 3.1%

中新田住宅

国分北三丁目住宅

海西

国分
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２ 現状や課題のまとめ 
退去による一時的な空き室はあるが、ほぼ満室の状況である。 
空 室 出   募集戸数 上回 応募   抽選    
周辺自治体 比    市内 供給戸数 少   
概ね 15年前後 借上 型住宅（52 戸） 契約 満了       取扱  検討課題    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 住宅供給計画 見
直し 

既存 施設 新      継続利用  低所得者 住宅不足 関  
ニーズ把握を適宜実施し、家賃補助等の関連する施策実施も考慮した、
住宅供給計画 見直  行  

借上型住宅 取扱検討 借上型住宅 契約 切  12 16 年後    借上型住宅 提供 
ている 52 戸 取扱 検討   

民間 活用  住宅整備事業
について研究 

住宅整備事業（更新 新規）   方     民間 資産      
活用   効率的 効果的 実施   事業手法  民間施設  複合
化等の多様な可能性を調査する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含 ） 実施   
家賃補助等 関連  施策実施 考慮   住宅供給計画 見直  行  
借上型住宅 取扱           住宅 契約満了   継続 廃止    検
討し、検討結果を踏まえて適宜対応する。 

中長期 
（20 年以内）

直営住宅      人口動向 踏   管理戸数 見直  行  住宅 長寿命化
に向けた保全の仕組みを構築しながら対策を実施する。 
民間 活用  住宅整備事業   方    研究   
管理戸数 見直  基   社会情勢等 考慮     既存住宅 更新    検
討する。 

超長期 
（40 年前後） －
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【分類 11】 その他施設 
中分類 駐車場 
小分類 海老名中央公園地下駐車場 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
駅周辺 路上駐車 解消     目的  海老名中央公園 地下 整備   収容台数 197 台である。 
管理運営 指定管理者 実施     

老朽化 状況 整備から 21 年経過     
地下構造物    躯体 更新（＝建替 ） 難   

法令上 扱 駐車場法第2条の2       自動車 駐車    施設 総合的  計画的 整
備の推進が図られるよう努めなければならない」と規定されている（※ただし、自治体によ
る整備を求めるものではない）。 

（2）利用状況 
利用 実績 年間：17.8万台、1日あたり：488台（収容台数197台の 2.5 倍）となっている。
今後 見込 周辺自治体 含  当面 人口増加 見込      
民間   代替 周辺 同等 料金 利用可能 民間駐車場    

（3）配置状況 （4）その他情報 
料金 周辺 駐車場 参考 設定     
入庫後15分 無料       送迎時 利
用促進を狙っている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 海老名中央公園地下駐車場 国分 海老名中央公園地下駐車場 9,687 H6年度 2024年度 2059年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 9,687 4.1%
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２ 現状や課題のまとめ 
地下構造物        将来的 利用 続       計画的 維持管理 改修 必要    
周辺 民間駐車場 参考 同等 料金 設定         利用者    利用条件 差 小   民
間駐車場  住 分  役割分担    検討 必要    
都市公園 地下 設置          公共施設以外 民間駐車場 店舗等 整備 行 場合   
地下占有 関  法的 制限    整理  必要    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 民間活用 拡大 
ついて検討 

民間 駐車場 事業   成立         運営権 付与等 含
  民間 関与 最大化  事業手法    検討   

躯体 長寿命化 図 地下構造物 更新 取 壊  難       躯体 長寿命化 図  

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理（大規模改修等 含 ） 実施   
構造物 長寿命化 向  保全 仕組  構築  計画的 対策 実施   
民間 関与 最大化  事業手法    検討   
民間活用 関  検討結果 踏   方策 適宜実施   

中長期 
（20 年以内） 民間活用 関  検討結果 踏   方策 適宜実施   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類 11】 その他施設 
中分類 自転車等置場 
小分類 4 駅、11 施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
建物があるのは 1施設      他  敷地 駐輪    設置   区画線 引     施設    

老朽化 状況 建物は 12 年経過     
法令上 扱 自転車 安全利用 促進及 自転車等 駐車対策 総合的推進 関  法律第 5

条   一般公共 用 供   自転車等駐車場 設置 努         規定 
れている。 

（2）利用状況 

利用 実績 海老名駅周辺    契約台数 合計 44,558 台    満車 状態    
海老名駅周辺以外 契約制    利用数 把握    状況    

今後 見込 海老名駅周辺 人口増加 見込   駐輪場 利用希望 増   想定    
民間   代替 民間 大型商業施設等  有料 駐輪場 整備    場合    

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 かしわ台駅自転車等置場 北部 ※建物なし（区画線） - - -

2 海老名駅西口第1有料自転車駐車場 海西 ※建物なし（駐輪ラック） - - -

3
海老名駅西口第2有料自転車・原動機付
自転車駐車場

海西 ※建物なし（駐輪ラック） - - -

4
海老名駅西口第3有料自転車・原動機付
自転車駐車場

海西 ※建物なし（駐輪ラック） - - -

5
海老名駅西口第4有料自転車・原動機付
自転車駐車場

海西 ※建物なし（駐輪ラック） - - -

6 海老名駅東口立体有料自転車駐車場 国分 海老名駅東口立体自転車駐車場 204 H15年度 2033年度 2068年度

7 海老名駅東口第2有料自転車駐車場 国分 ※建物なし（駐輪ラック） - - -

8 海老名駅東口第3有料自転車駐車場 国分 ※建物なし（駐輪ラック） - - -

9 社家駅自転車等置場 南部 ※建物なし（区画線） - - -

10 門沢橋駅西側自転車等置場 南部 ※建物なし（区画線） - - -

11 門沢橋駅東側自転車等置場 南部 ※建物なし（区画線） - - -

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 204 0.1%
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（3）配置状況 （4）その他情報 
海老名駅周辺 施設     経常的 費
用  基本的 登録料 賄     
建物   海老名駅東口立体有料自転車
駐輪場        方式 機械設備   
    維持管理         
社家駅と門沢橋駅では、シルバー人材センター
 管理 委託     

２ 現状や課題のまとめ 
海老名駅周辺 施設 契約制    満車 状態    
基本的 駐輪    区画線   簡素 施設     唯一 海老名駅東口立体有料自転車駐輪場 
      方式 機械設備       維持管理 更新          

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 
継続利用 機械式駐輪場 取
扱検討 

１施設  機械式 立体駐輪場    維持管理           
    設備更新 前 取扱 検討   

ニーズに対応した施設の整備 各駅周辺 民間事業者（鉄道 商業等）  連携    民間 土地
 活用      対応  自転車等置場 整備   

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
機械式駐輪場 取扱 検討   
自転車等置場 対      把握  民間事業者等  連携   供給 進   

中長期 
（20 年以内） 自転車等置場 対      把握  民間事業者等  連携   供給 進   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類 11】 その他施設 
中分類 大型防災備蓄倉庫 
小分類 3 施設 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
公共施設 設置  避難所  避難者向  備蓄 行 施設    

老朽化 状況 東日本大震災後に整備され、築 2年 4 年 新  施設    
法令上 扱 災害対策基本法第 86 条の 6    当該避難所    食料 衣料 医薬品  他 

生活関連物資 配布及 保健医療     提供  他避難所 滞在  被災者 
生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない」と規定されている。 
防災備蓄倉庫の整備そのものに関する規定はない。 

（2）利用状況 
利用 実績 平常時 利用  施設     
今後 見込 防災計画等 想定  備蓄量 合   数 規模 必要 施設    
民間   代替 公共施設に設置する避難所への避難者を対象とする施設である。 

（3）配置状況 （4）その他情報 
市内各所に設置されているコンテナ型の小規
模な備蓄倉庫を補完する施設である。 
避難所の避難者等収容可能人数を対象者と
  想定  ３食２日分 食料 備蓄   
   毛布 備蓄 ８割程度    

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 北部大型防災備蓄倉庫 北部 北部大型防災備蓄倉庫 280 H23年度 2041年度 2076年度

2 中部大型防災備蓄倉庫 大谷 中部大型防災備蓄倉庫 288 H24年度 2042年度 2077年度

3 南部大型防災備蓄倉庫 南部 南部大型防災備蓄倉庫 280 H25年度 2043年度 2078年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 848 0.4%
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２ 現状や課題のまとめ 
建物は築 2 4 年 新   食料 中心 備蓄品 確保 進     
確保  備蓄品 良好 状態 保管  大規模災害時  確実 供給      施設 的確 維持管
理  必要    

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 市の避難所を対象とする備蓄物品を収納する施設であり、災害時に備蓄
品 確実 使用      施設 的確 維持管理   

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内） 適切 維持管理 実施   

中長期 
（20 年以内） 地域防災計画 関連施策 建物状態等 変化 応   適宜実行計画 検討   

超長期 
（40 年前後） －
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【分類 11】 その他施設 
中分類 その他 
小分類 安全安心ステーション 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
   野駅前 交番 設置         道案内 事故防止 防犯 関  相談対応 行    警察
官立 寄 所 防犯      集合場所等 利用      
施設 直営   地域 警察 行政 連携 運営      

老朽化 状況 建物は 8年経過     
法令上 扱 設置    法令   規定    

警察庁で「地域安全安心ステーション事業」の支援（パトロール用品等の貸与）を実施
している。 

（2）利用状況 

利用 実績 年間利用者数 4 千人以上 毎年増加     
地域      拠点    利用      

今後 見込 東柏ケ谷地区の総人口については今後 10 年 微増 想定      
民間   代替 同様の施設はない。 

（3）配置状況 （4）その他情報 
さがみ野駅前に交番設置を要望しており、設
置までの暫定施設との位置づけになる。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 さがみ野安全安心ステーション 東柏ケ谷 さがみ野安全安心ステーション 22 H19年度 2037年度 2072年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 22 0.0%
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２ 現状や課題のまとめ 
さがみ野駅前に交番がないために設置された施設であり、県に対して駅前交番の設置を要望している。 
地域案内所 防犯相談 地域   防災      拠点  多様 機能 発揮     利用者 年々
増加している。 
市 直営   地域 警察 行政 連携 運営      
建物は築 8年  改修等 当面必要   考     

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 

駅前交番の設置に向けた取組を継続する一方、安全安心ステーションに
   日常 活動 支障 出     建物 適切 維持管理   
   野駅前交番 設置   場合   海老名駅西口 移転  方
向で検討する。 

（2）実行計画 

短期 
（10 年以内）

適切 維持管理 実施   
さがみ野駅前に交番設置を要望しており、設置までの暫定施設との位置づけになるため
設置   場合   海老名駅西口 移転  方向 検討   

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －
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【分類 11】 その他施設 
中分類 その他 
小分類 消費生活センター 

１ 施設及び建物の概況 

（1）施設と建物の一覧 

〔概要〕 
消費生活 関  相談対応（電話 窓口） 行 施設    
消費生活     所長   市職員（兼任可） 配置  必要       市民相談室等  連携 必要
な相談も多いことから、相談者を速やかに案内できるよう市庁舎内に設置した経緯がある。 

老朽化 状況 27年経過  本庁舎 建物内 設置      
法令上 扱 「消費者安全法」第 10 条の 2 において、「必要に応じ、要件に該当する施設又は機関

を設置するよう努めなければならない」と規定されている。 
平成 27年 消費生活    条例 制定     

（2）利用状況 
利用 実績 来所者数 年間約 250 組だが、電話相談も多く、相談員はフル稼働の状態である。 

今後 見込 総人口が今後 10 年程度 増加 続  高齢者 人数 割合  増加   見込  
ることから、相談件数は現状を上回ることが想定される。 

民間   代替 民間企業 民間団体 相談窓口    相談内容 応  相互 連携     

（3）配置状況 （4）その他情報 
高齢者 多重債務 関  相談 多  市民
相談室や福祉部門との連携が求めれらる。 
相談員は「消費生活専門相談員」などの資格
 有  者  民間    経験者 雇用  
いる（※平成 28 年度    消費生活相談
員資格試験」が実施される）。 
平成 21 年度 消費者庁 発足 消費者安
全法の改正等により、市としては相談体制の
強化を図っている。 
 国民生活       pio-net 端末の貸与
を受けている。 

NO 施設名 地域 建物名
建物の施設
面積(㎡)

建設年度
大規模改修
目安年度

更新
目安年度

1 消費生活センター 国分 （市庁舎内） 46 S63年度 2018年度 2053年度

施設面積の合計（㎡）、市の施設全体に占める割合（%）⇒ 46 0.0%
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２ 現状や課題のまとめ 
窓口での相談よりも電話相談が多く、相談件数の約 7割を占めている。 
消費者庁の発足や消費者安全法の改正等に対応し、市としては相談体制の強化を図っている。 
市民相談室等  連携 必要 相談 多      相談者 速   案内     市庁舎内 設置  
経緯がある。 

３ 今後の方向性 
（1）基本的な方向性 

方向性 方向性の説明 

継続利用 基本的 現状維持   庁舎      変更 移転 求    場合
は、既存の建物を活用して相談者がアクセスしやすい場所に配置する。 

（2）実行計画 
短期 

（10 年以内）
庁舎 含  管理   
庁舎 取扱 関連施策等 変化 応   適宜実行計画 検討   

中長期 
（20 年以内） －

超長期 
（40 年前後） －


